
 

 

2017年 12月 28日 

各 位 

会 社 名 三菱マテリアル株式会社 

代 表 者 名 取 締 役 社 長  竹 内  章 

（コード番号  5 7 1 1  東証第 1 部） 

問 合 せ 先 総務部広報室長 鈴木 信行          

（ 電 話 番 号 0 3 - 5 2 5 2 - 5 2 0 6 ） 

 

当社子会社における不適合品に関する特別調査委員会中間報告について 

 

当社連結子会社である三菱伸銅株式会社および三菱電線工業株式会社が、データの書き換え等の

不適切な行為によりお客様の規格値または社内仕様値を逸脱した製品等を出荷した事実につきま

しては、お客様、株主様をはじめ、関係各位に多大なるご迷惑をおかけし、深くお詫び申し上げま

す。 

当社取締役会は、本日、特別調査委員会より、別添のとおり中間報告書を受領いたしましたので

お知らせいたします。なお、同委員会からの最終的な報告書は、2018年２月末を目途に提出される

予定であります。 

 

以 上 

 

【問い合わせ先】 

三菱マテリアル株式会社総務部広報室 

 TEL:03-5252-5206 

 三菱伸銅株式会社総務人事部 

  TEL:03-6629-5850 

三菱電線工業株式会社管理部総務人事グループ 

  TEL:03-3216-1551 

 

 

〆 



２０１７年１２月２８日 

特別調査委員会 

委員長 得能 摩利子 

中間報告書 

 

１．経緯 

三菱マテリアル株式会社（以下「ＭＭＣ」）は、三菱伸銅株式会社（以下「ＭＳＣ」）

及び三菱電線工業株式会社（以下「ＭＣＩ」）を含むＭＭＣ子会社において、過去に

製造販売した製品の一部について、検査記録データの書き換え等の不適切な行為（以

下「本件不適切行為」）により、顧客の規格値又は社内仕様値を逸脱した製品（以下

「不適合品」）を出荷した事実（以下「本件事案」）が判明し、安全確認を迅速に進め

る必要があると判断したことから、ＭＭＣ、ＭＳＣ及びＭＣＩは、本件事案につき、

2017年 11月 23日に公表を行った。 

そして、本件事案に関する後記２．１）記載の目的のため、ＭＭＣの 2017年 12月

１日付取締役会決議に基づき、社外取締役及び社外専門家が過半数を占める特別調査

委員会（以下｢本委員会｣）が設置され、ＭＭＣ取締役会より本委員会に対して、本件

事案に関する後記２．記載の調査等が委嘱された。 

今般、ＭＳＣ調査委員会より 2017年 12月 27日付調査報告書（別紙１）、ＭＣＩ調

査委員会より 2017年 12月 27日付中間調査報告書（別紙２）、ＭＭＣより「当社グル

ープの品質管理に係るガバナンス体制の再構築策について」（別紙３）をそれぞれ受

領したことから、本委員会の見解を記載した中間報告書をＭＭＣ取締役会に提出する。 

 

２．本委員会の目的、委員及び運営方針 

１）目的 

本委員会は、本件事案に関する以下の調査を行い、本件事案の事実関係、原因、

影響を適切に把握するとともに、本件事案に対するＭＭＣグループ全体の対策（再

発防止策を含む）案の策定を行うこと等を目的（以下「本設置目的」）とする。 

① ＭＳＣの本件事案 

② ＭＣＩの本件事案 

③ ＭＭＣグループの品質管理に係るグループ・ガバナンスシステム等 

④ 本件事案に関連して本委員会が必要と判断したその他の事項 

 

２）委 員 

   委員長 得能 摩利子       三菱マテリアル株式会社 社外取締役  

   委員  渡辺 博史         三菱マテリアル株式会社 社外取締役 

   委員  武中 和昭     一般社団法人日本能率協会 常務理事  

   委員  小野 直樹         三菱マテリアル株式会社 取締役副社長執行役員  

   委員  長野 潤           三菱マテリアル株式会社 経営戦略本部法務部長 

  

 

 

別　添



３）運営方針 

① 本委員会は、１）記載の目的のため、ＭＭＣ取締役会の委嘱を受けた。 

② 本委員会は、本設置目的に照らし必要と判断する場合、１）記載の調査対象を

拡大することができる。また、本委員会は、本設置目的に照らし必要と判断する

場合、専門家を起用することができる。 

③ 本委員会は、調査を効率的かつ効果的に進めるため、既に設置されていたＭＳ

Ｃ調査委員会及びＭＣＩ調査委員会を指揮下に置いて、調査を実施する。 

④ ＭＭＣ取締役会は、本委員会の目的達成のため、ＭＭＣ、ＭＳＣ、ＭＣＩを含

むＭＭＣグループのすべての役員、従業員等をして、本委員会（本委員会が起用

する専門家を含む）の調査に全面的に協力させる。 

⑤ 本委員会は、社外役員全員が出席するＭＭＣ取締役会に、報告を行う。本委員

会は、ＭＭＣ取締役会に、定期的に調査の進捗を報告するほか、調査終了時には

最終報告を行う。 

 

３．活動状況 

１）本委員会の活動状況 

 12月４日(月) 15時 30分～17時 35分  第１回委員会 

   12月８日(金) 13時 00分～16時 30分   ＭＭＣ品質関連部署（経営監査部、 

品質管理部、総務部ＣＳＲ室）より 

品質ガバナンスについて説明 

   12月 12日(火) 15時 30分～17時 44分 第２回委員会  

   12月 20日(水) 15時 28分～17時 52分 第３回委員会  

   12月 25日(月) 13時 59分～15時 32分 第４回委員会 

   12月 26日(火) 10時 13分～11時 20分 第５回委員会 

 

（注）上記以外に、以下の視察を実施。 

ＭＣＩ箕島製作所（12月９日：得能委員長、渡辺委員、武中委員、小野委員） 

ＭＳＣ若松製作所（12月 11日：武中委員、13日：渡辺委員） 

 

２）委員長の選任 

   第１回委員会において、互選により、得能委員が委員長に就任した。 

 

４．ＭＳＣの本件事案に関する調査の状況 

本委員会は、ＭＳＣに関する調査を効率的かつ合理的に進めるため、ＭＳＣが 2017

年 11 月 17 日付で設置したＭＳＣ調査委員会を、12 月１日付で本委員会の指揮下に

置くことにより、調査を行った。なお、ＭＳＣ調査委員会は、外部弁護士事務所に調

査を委託している。 

 

 

 



１）ＭＳＣ調査委員会の概要 

①設置日 

  2017年 11月 17日 

②委 員 

委員長 岩野 㓛  取締役副社長 

委員  佐藤 政司 監査役 

委員  松本 勝彦 監査役 

委員  渋谷卓司  弁護士（西村あさひ法律事務所） 

③外部弁護士事務所  

西村あさひ法律事務所 

 

２）調査内容（外部弁護士事務所に委託） 

 ①若松製作所における本件事案の内容及び発覚経緯に係る事実調査 

 ②上記①の事実調査の結果判明した事実における原因・背景事情の分析  

③上記②の分析を踏まえた再発防止策の提言 

 

３）調査報告書 

ＭＳＣ調査委員会より、12月 27日付調査報告書（以下「ＭＳＣ調査報告書」）と

して、別紙１を受領した。 

 

５．ＭＣＩの本件事案に関する調査の状況 

 本委員会は、ＭＣＩに関する調査を効率的かつ合理的に実施するため、ＭＣＩが

2017 年 11 月 13 日付で設置したＭＣＩ調査委員会を、12 月１日付で本委員会の指揮

下に置くことにより、調査を行った。なお、ＭＣＩ調査委員会は、外部弁護士事務所

に調査を委託した。 

 

１）ＭＣＩ調査委員会の概要 

①設置日 

 2017年 11月 13日 

②委 員 

委員長 坂本 耕治 取締役 常務執行役員 

委員  葛下 弘和 監査役  

委員  渋谷卓司弁護士（西村あさひ法律事務所） 

③外部弁護士事務所 

西村あさひ法律事務所 

 

２）調査内容（外部弁護士事務所に委託） 

① 箕島製作所におけるシール製品等の品質管理体制の実態に係る調査 

② 2016 年 12 月にＭＭＣがＭＣＩの品質監査を実施した以降のＭＣＩの対応状況

に係る調査 



③ 上記①及び②の事実調査の結果判明した事実における原因・背景事情の分析 

④ 上記③の分析を踏まえた再発防止策の提言 

 

３）中間調査報告書 

ＭＣＩ調査委員会より、主に 12月 22日までに認定された本件不適切行為に係る

事実を記載した 12月 27日付中間調査報告書（以下「ＭＣＩ中間報告書」）として、

別紙２を受領した。 

 

６．現時点での本委員会の見解 

１）ＭＳＣについて 

ＭＳＣ調査報告書には、ＭＳＣにおける本件不適切行為の原因として、 

①仕様書遵守の意識不足 

②製造可否よりも後発参入事業におけるシェア拡大を優先した可能性 

③過去に行われてきた本件不適切行為への安易な依拠 

④製品検査での不適合による損失回避 

⑤監査手続きの形骸化 

の５点が指摘されているが、本委員会としても、同一意見である。 

いずれも、製造業を営むものとして基本的な事項がないがしろにされていたと評

価せざるをえず、その結果として、顧客の規格値を逸脱した製品の出荷を継続した

ことは、顧客をはじめとするステークホルダーからのＭＳＣとその製品への信頼を

裏切るものとしかいいようがない。 

本件不適切行為が、長年にわたり若松製作所の中で半ば公然と行われてきたこと

については、本件不適切行為を知り得て、是正すべき立場の歴代の管理的地位にあ

った者、特に、本件不適切行為が行われていた期間に若松製作所の品質保証部長の

職にあった者の責任は重いといわざるをえない。過去にこれらの職位を経験し、現

在もＭＳＣの経営に携わっているものについては、相当の処分を行う必要性がある

ものと考える。 

本委員会としては、ＭＳＣは、ＭＳＣ調査報告書に記載された調査結果を真摯に

受け止め、同種の問題を再発させないよう、再発防止策を早急に実施するべきであ

ること、また、ＭＭＣも、親会社として、ＭＳＣをして、かかる再発防止策を速や

かに実行させるべきであることを提言する。 

 

２）ＭＣＩについて 

 ＭＣＩ中間報告書には、非常に深刻な内容を含んでいることから、ＭＣＩ調査委

員会の最終的な調査報告書においては、徹底した原因究明とそれを踏まえた再発防

止策が盛り込まれるべきと考える。 

本委員会としては、ＭＣＩ調査委員会より最終的な調査報告書を受領したうえで、

提言をまとめることとする。 

 

 



３）当社グループの品質管理に係るガバナンス体制の再構築策について 

本委員会は、ＭＭＣより、両社調査委員会からの報告内容及び本委員会での協議

内容をふまえ、三菱マテリアルグループ品質問題等対策本部（注）により策定され

た別紙３記載の三菱マテリアルグループの品質ガバナンスの再構築策（以下「本再

構築策」）を２０１７年１２月２８日付の取締役会で決議すると報告を受けている。 

本委員会としては、本再構築策は、現段階で適切なものであると判断してお

り、早急に具体化のうえ、実施すべきものと評価している。 

 

（注）三菱マテリアルグループ品質問題等対策本部 

本件不適切行為への対応、品質問題等のコンプライアンス違反事例の再調査

及びその結果判明した問題への対応を行うため、2017 年 10 月 30 日付経営会

議決議に基づき設置された本部。 

本部長  小野副社長執行役員 

副本部長 鈴木専務執行役員、柴野専務執行役員、柴田常務執行役員 

本部員  経営戦略本部経営企画部、同法務部 

       総務統括本部総務部、同経営監査部 

       技術統括本部品質管理部 

事務局  経営戦略本部経営企画部 

 

７．今後の予定 

本委員会は、ＭＣＩ調査委員会の最終的な調査報告書を受領した後、本委員会とし

ての最終的な見解をまとめ、最終報告書としてＭＭＣ取締役会に提出する。 

 

以 上 



 

 

2017年 12月 27日 

三菱マテリアル株式会社 

特別調査委員会 御中 

三菱伸銅株式会社 

調査委員会委員長 岩野 㓛 

 

 

（ご報告）調査報告書提出の件 

 

弊社若松製作所における不適合品の出荷に関して、西村あさひ法律事務所に調査及

び検討を依頼しておりましたが、本日付で同事務所より調査報告書を受領しました。 

 

 つきましては、これを弊社調査委員会の調査報告書として、当社取締役会に提出す

るとともに、別紙資料のとおり貴委員会に提出いたします。 

 

以 上 

別　紙　１
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三菱伸銅株式会社 調査委員会 御中 

 
2017年 12月 27日 

 

調 査 報 告 書 
(若松製作所における不適合品の出荷に関して) 

 

西村あさひ法律事務所 

弁護士 渋 谷    卓 司 

 

同   中 山  龍 太 郎 

 

同   美 﨑    貴 子 

 

同   冨 谷    治 亮 

 

同   髙 林    勇 斗 

 

同   堀 田    純 平 

 

同   細 谷    夏 生 

 

同   宮 﨑    貴 大 

 

 本報告書は、三菱伸銅株式会社(以下｢三菱伸銅｣といいます。)が設置した調査委員会

(以下｢伸銅調査委員会｣といいます。)からの委託を受け、当職らが実施した調査(以下｢本

件調査｣といいます。)について、報告を行うものです。 

 なお、本報告書は、与えられた時間及び条件の下において、可能な限り適切と考えられ

る調査、分析等を行った結果をまとめたものでありますが、今後新たな事実等が判明した

場合には、その結論等が変わる可能性があります。また、本報告書は、裁判所その他の関

係当局等の判断を保証するものではない点にもご留意ください。 
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第 1 本件調査に至る経緯・調査目的 

 

 三菱伸銅は、2017 年(平成 29 年)10 月 10 日、同社の品質保証体制について自主的に社

内調査を開始した。この調査の結果、同月 16 日、同社若松製作所(以下｢若松製作所｣とい

う。)において、過去に製造販売した製品の一部につき、検査記録のデータの書換え等の

不適切な行為(以下｢本件不適切行為｣という。)により、顧客との間で定められた規格を逸

脱した製品(以下｢不適合品｣という。)を出荷していた事実が判明した。 

 三菱伸銅の経営陣は、2017 年(平成 29 年)10 月 18 日までに、順次本件不適切行為の報

告を受け、翌 19 日、三菱伸銅の親会社である三菱マテリアル株式会社(以下｢MMC｣とい

う。)に対して、本件不適切行為が確認されたことを報告した。そして、三菱伸銅は、

2017 年(平成 29 年)11 月 17 日、事態の重大性に鑑み、本件不適切行為に関する事実関係

及び原因・背景事情の究明を目的とした伸銅調査委員会を立ち上げ、同月 23 日、本件不

適切行為について公表した。 

 伸銅調査委員会は、本件不適切行為につき、客観的かつ中立的な立場から徹底的な調査

を実施する必要があると判断し、当職らに下記事項の調査及び検討を依頼した。 

① 若松製作所1における本件不適切行為に関する事実調査 

② 本件不適切行為が発覚するまでの経緯に関する事実調査 

③ 上記①及び②の事実調査の結果判明した事実に関する原因・背景事情の分析 

④ 上記③の分析を踏まえた再発防止策の提言 

 

第 2 本件調査の経過等 

 

1 本件調査の概要及び調査体制 

 

 上記第 1の経緯を踏まえ、当職らは、下記①～③の調査を実施した。 

① 関係資料の精査・検証 

② 関係者が保有するメールデータ等のデジタル・フォレンジック調査 

③ 関係者に対するヒアリング調査 

 

 本件調査は、三菱伸銅と利害関係を有しない、西村あさひ法律事務所に所属する弁護士 

渋谷卓司ほか 9 名が担当した。また、本件調査には、当職らの指示統括の下、専門のフォ

レンジックベンダーを調査補助者として起用した。 

 

                             
1  なお、本件調査の過程において、同社三宝製作所でも、過去に製造販売した製品について、検査記

録のデータの書換え事例が 1 件確認されたものの、同製作所においては、従前から組織的にデータ

の書換えが行われていたとの事情は認められず、当該案件は単発的なものと認められた。 
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2 関係資料の精査・検証 

 

 当職らは、三菱伸銅に現存する本件不適切行為に関連する可能性のある資料(品質管理

に関する諸規程、検査記録、品質関連の会議体資料等)を収集し、その内容を精査・検証

した。 

 

3 デジタル・フォレンジック調査 

 

 当職らは、必要かつ可能な範囲で、本件不適切行為に関連する可能性のある三菱伸銅の

役職員計 10 名を対象として、三菱伸銅のメールサーバ2に保存された電子メールデータを

保全した。当職らは、本件調査の時間的制約から、キーワードを用いた検索により、合理

的範囲で限定を加えたデータを抽出することとした。そして、上記手段を用いて限定を加

えたデータにつき、上記 1 のフォレンジックベンダーによる一次データレビュー及び当職

らによる二次データレビューを実施した。 

 

4 ヒアリング調査 

 

 当職らは、本件不適切行為に関する事実関係を明らかにするため、本件不適切行為の対

象製品の品質管理等に関係するとみられる三菱伸銅の役職員合計 46 名に対し、ヒアリン

グ調査を実施した。なお、一部のヒアリング対象者については、複数回のヒアリング調査

を実施した。 

 

5 本件調査の基準日 

 

 本件調査の報告のための基準日(以下｢基準日｣という。)は、2017 年(平成 29 年)12 月 22

日である。したがって、下記第 3 以下は、当職らが調査を開始した 2017 年(平成 29 年)11

月 17日から基準日までに判明した本件調査の結果をまとめたものである。 

 

第 3 若松製作所の概要 

 

1 若松製作所の事業内容及び取扱製品 

 

 若松製作所は、1937 年(昭和 12 年)に非鉄金属圧延事業を行う工場として操業を開始

し、現在は、三菱伸銅において、｢銅及び銅合金の条、板の原料、生産、技術、製品に関

                             
2  なお、三菱伸銅の役職員の電子メールデータの一部については、MMCのサーバに保存されている。 
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する事項｣を所管する部署である圧延事業部に紐付く製作所の一つとして位置づけられて

いる3。 

 若松製作所は、半導体用銅系リードフレーム材や、自動車用端子コネクター材のメー

カーとして、｢伸銅品4｣、｢薄膜品5｣、｢異形条6｣の 3 種類の製品(以下、これらの製品を総称

して｢伸銅品等｣という。)を製造している。 

 このうち、以下で詳述するとおり、本件不適切行為が認められたのは｢伸銅品｣に関する

検査記録である。 

 

2 若松製作所の主な部署及びその業務分掌 

 

(1) 製造部 

 

 製造部は、伸銅品(銅及び銅合金の板・条)、加工品製造及び管理に関する事項を所管す

る。 

 製造部内は、担当する製造工程ごとに、溶解熱延課、伸銅第一課、伸銅第二課、伸銅第

三課及び加工課という 5つの課に分かれている。 

 

(2) 品質保証部 

 

 品質保証部は、品質保証、品質管理に関する事項を所管しており、製品の品質保証な

ど、最終的な製品についての検査(以下｢製品検査｣という。)及び分析に関する事項、製品

の苦情、返品の調査・処理に関する事項等を行う。 

 品質保証部は、品質保証課と品質管理課に分かれている。このうち、品質保証課は、製

品検査等を行っている。品質保証課は、製品検査を行う金属検査チームと、主に製造途中

の製品の成分分析を行う分析チームに分かれている。品質管理課は、顧客からのクレーム

対応や規格の管理等を行っている。品質管理課は、伸銅品のクレーム対応や、規格の管理

等の金属設計業務(以下、当該業務担当者を｢設計担当者｣という。)、及び異形条の製品検

                             
3  若松製作所の他に圧延事業部に紐付く製作所としては、三宝製作所がある。 

4  伸銅品とは、銅や銅合金などを板、条、管、棒、線などの形状に加工した製品の総称を指す。銅が

他の金属と比較して高い導電率を有することから、伸銅品は、半導体の部品や自動車用端子コネク

ターなどに用いられる。 

5  薄膜とは、厚さ数μm から数㎚の薄い膜を指し、基板となる物質に薄膜を付けることによって、

元々の物質にはない電気的、光学的、機械的な特性を持たせることができる。三菱伸銅では、コン

デンサ等の電気用フィルムや高機能包装材フィルムを製造している。 

6  異形条とは、厚部と薄部から成る段付条を指し、半導体用リードフレーム(パワートランジスタ)、

端子、コネクタなどに用いられる。三菱伸銅では、製造部伸銅第一課、第二課、及び第三課が担当

する各製造工程を経た伸銅品の平条を、同部加工課がさらに加工することで異形条を製造してい

る。 



- 8 - 

査を行う金属チームと、薄膜品のクレーム対応などを行う薄膜チームに分かれている。 

 品質保証部の業務分掌は、以下の図のとおりである。 

 

【図：品質保証部業務分掌】 

 

 

 

 

 

 

 

(3) 技術部 

 

 技術部は、生産技術、設備保全、起業計画に関する事項を所管する。 

 

(4) 生産管理部 

 

 生産管理部は、生産・営業・在庫の企画調整、生産計画立案、工程管理、納期管理、外

注管理、生産量と受注量のバランス(需給調整)、原料の受入に関する事項を所管し、生産

計画などを行う生産計画課と、納期管理などを行う生産管理課に分かれている。 

 

3 伸銅品の受注から出荷に至る業務フロー 

 

(1) 伸銅品の受注までの流れ 

 

 三菱伸銅では、営業統括本部営業部の営業担当者が、顧客との交渉を行う。営業担当者

は、顧客から若松製作所が製造する伸銅品の発注や発注に向けて検討する旨の連絡を受け

ると、若松製作所品質保証部品質管理課に対し、顧客の要求する規格での製造が可能か否

かの検討を依頼する。 

 品質管理課の設計担当者は、社内システムに保管された既存の規格に関する情報などが

まとめられたデータ(以下｢規格データ｣という。)を参照しつつ、一次的に製造の可否を検

討し、必要に応じて若松製作所の技術部、製造部、生産管理部などにも、検討を依頼す

る。最終的には、若松製作所品質保証部長の承認のもと、営業担当者に対し、製造の可否

が回答される(詳細は下記第 5の 1参照)。 

 若松製作所で製造が可能と判断された場合、営業担当者は、顧客との交渉を進め、規格

を含む製品仕様について合意に至ると、仕様書を取り交わす。 

 製品について発注を受けると、若松製作所生産管理部生産計画課は、設定された納期・
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数量等を踏まえ、生産計画を策定する。 

 

(2) 製造開始から製品出荷までのフロー 

 

 若松製作所生産管理部生産管理課が生産計画に基づいて、原料を受け入れると、製造工

程に入る。製造工程は、生産計画課が策定した生産計画に基づき、製造部各課において行

われる。 

 大きな流れとしては、原料の溶解及び鋳造を行った上で、熱間圧延し、焼鈍7と冷間圧延

8を交互に繰り返すことで板厚を薄くして、顧客の指定巾にスリット切断する。 

 伸銅品の製造工程における製造部各課の主な担当業務は、以下のとおりである9。 

 

部署名 担当工程 

溶解熱延課 原料の溶解、熱延、面削 

伸銅第一課 冷間圧延、テンションレベラー 

伸銅第二課 鍍金、焼鈍、酸洗、研磨、溶接、脱脂 

伸銅第三課 切断 

 

 各製造工程では工程内容に応じた社内基準が設けられており、製造部各課の作業員は、

製品が社内基準を満たしているか否かについての検査(以下｢工程検査｣という。)を実施す

る。工程検査において、最終的な製品となった際に規格に適合する見込みがないと判断さ

れた製品については、製品検査を待たずに製造工程の途中段階で、屑処分とするなどの処

置が行われている。 

 製品は、製造工程を完了した後、下記 4 の製品検査を経て、包装･梱包され、出荷に至

る。 

 

4 伸銅品の製品検査フロー 

 

(1) 製品検査の概要及び人員体制 

 

 製品検査は、製品の外観状況、厚さなどに関する｢外観寸法検査｣(以下｢外観検査｣とい

う。)と、当該製品の特性10に関する｢機械的性質及び物理的性質検査｣(以下｢機械試験｣と

                             
7  材料をバッチ炉にて加熱し、軟化させる等の工程である。 

8  焼鈍によって軟化させた材料を、圧延ロールで薄くする等の工程である。 

9  加工課は、異形条についてのスリッター工程後の加工を行う。 

10  具体例として、引張強さ、硬さ、導電率、耐力などがある。 
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いう。)の 2 種類に大別される。また、機械試験の中にも、｢通常検査｣と｢特殊検査11｣が存

在する。機械試験のどの検査項目を実施するかは、製品の規格によって異なる。 

 若松製作所において伸銅品の製品検査に従事する者は、いずれも、品質保証部品質保証

課金属検査チーム(以下｢金属検査チーム｣という。)の検査員である。三菱伸銅では、社内

規程において、一定のプロセスを経て検査員として任命を受けた者でなければ、製品検査

に従事することができないとされている12。なお、特殊検査については、試験を実施する

のに長時間を要したり、若松製作所内の特定の場所にしか保管されていない薬品を使用し

なければならないといった理由から、一定の検査員13のみが特殊検査に従事している。 

 本件調査を実施した時点において、金属検査チームには、合計 12 名の検査員が在籍し

ていた。12 名の検査員は、1 班 3 名の 4 班に分かれ、朝番、昼番、遅番の 3 交代制シフト

(1 班は休暇)で製品検査を実施しており、必要に応じて班長などの上位者も製品検査に従

事していた。 

 

(2) 製品検査フロー 

 

ア サンプルの採取・加工 

 

 製品検査は、製造工程を完了した製品から採取されたサンプルを対象として行われる。 

 製品検査用のサンプルは、以下の手順により作成される。まず、製造工程終盤におい

て、マスターコイル14ごとに、外観検査用及び機械試験用のサンプルがそれぞれ採取され

る。機械試験用のサンプルは、機械試験を実施する検査室(以下｢機械検査室｣という。)へ

と回付される。その後、機械試験用のサンプルは、機械試験の各検査に適した形状に加工

され、機械試験に用いられる。 

 

イ 外観寸法検査表・材料試験書の発行 

 

 上記アのとおり、サンプルの採取・加工が完了すると、外観検査における検査項目や規

格等が記載された｢外観寸法検査表｣と、機械試験における検査項目や規格等が記載された

｢材料試験書｣が発行される。 

                             
11  特殊検査は最大 9種類存在する。 

12  本件調査において、検査員として任命を受けていない者が検査を行っていたとの事実は認められな

かった。 

13  本件調査を実施した時点において、特殊検査の大半は金属検査チームの班長が行っており、一部の

検査項目のみ、班長以外の検査員の一人が専従で行っていた。 

14  例えば、1 つのロットからマスターコイルが 3 個製造された場合、各マスターコイルは、｢1 マス

ター｣、｢2マスター｣、｢3マスター｣などと呼ばれる。 
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 ｢外観寸法検査表｣は、製造部の作業員がサンプルの採取後に発行し、金属検査チームの

検査員に交付する。｢材料試験書｣は、機械検査室に配置された検査員が、三菱伸銅の製品

検査専用のシステム(以下｢検査システム｣という。)に必要な情報を入力の上、発行する

15。 

 

ウ 製品検査の実施・検査システム入力 

 

 検査員は、｢外観寸法検査表｣及び｢材料試験書｣に記載された検査項目について、製品検

査を実施する。検査員は、製品検査が完了すると、｢外観寸法検査表｣及び｢材料試験書｣に

その結果を手書きで記入する。 

 製品検査の結果、全ての検査項目において規格に適合した場合、検査員は、検査システ

ムに結果を入力する。具体的には、検査項目のうち結果が数値化されるものについては、

｢実績値｣欄に検査結果の数値を入力する。これにより、検査システム上、当該数値が自動

的に｢報告値｣欄に反映される。他方、結果が数値化されない項目については、合格の有無

のみを検査システムに入力する。 

 その後、検査員は、検査システムを用いて合格を示す青色の検査済票16を出力の上、マ

スターコイルに貼付する。これにより、当該製品は、梱包工程へと進むこととなる。 

 

エ 試験成績表(ミルシート)の発行 

 

 製品検査の結果が合格となると、品質保証課の事務担当者は、試験成績表(ミルシート)

を発行する。試験成績表(ミルシート)には、検査システムの｢報告値｣欄に入力された数値

が記載される。 

 

(3) 不適合品が確認された場合の正規の業務フロー 

 

ア 不適合品対策書の作成・提出 

 

 製品検査の結果、いずれかの検査項目において、規格に適合しなかった場合、検査員

は、検査システムを用いて不合格を意味する赤色の検査済票を出力の上、マスターコイル

に貼付することにより、当該製品が梱包工程に進まないように留め置く。また、検査員

は、検査システムに、規格に適合した検査結果のみを入力する。 

 その後、検査員は、｢不適合品処置・対策書(製品検査用)｣(以下｢不適合品対策書｣とい

                             
15  材料試験書には、製品ごとに規格上要求される試験項目が記載される。 

16  検査システムに製品のロット番号を入力すると、必要事項が印字された状態で出力される。 
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う。)に、不適合の詳細を記載の上、金属検査チーム主任(主任が不在の場合は金属検査

チーム班長)に提出する17 18。 

 主任(班長)は、受領した不適合品対策書の内容を確認し、承認欄に押印の上、代理決裁

を示す｢代｣の字を記載する19。 

 

イ 不適合品の処置 

 

 品質保証部課長は、不適合品対策書に記載されている不適合品の処置内容を決定する。 

 まずは、｢再検査｣又は｢再々検査｣を実施し、その結果、規格に適合していた場合には、

合格品として上記(2)ウ及びエと同様の手続に移り、出荷手続を行う。 

 一方、｢再検査｣及び｢再々検査｣によっても、規格に適合しなかった場合、品質保証部課

長は、不合格として屑処分とするか、そのままの状態で出荷することについて顧客の承認

を得た(以下｢客先特採｣という。)上で、出荷手続に移るか、当該製品を処分保留とした上

で、不適合品対策書を不適合の発生原因となった製造部の管理担当者へ提出するかを判断

する。不適合品は、品質保証部課長の当該判断に基づき処置される。 

 

第 4 本件調査の結果判明した本件不適切行為 

 

1 ポイント表を用いた不適合品出荷と検査記録のデータの書換え 

 

(1) 行為態様 

 

 上記第 3 の 4(3)のとおり、製品検査の過程で製品が規格に適合しないことが確認された

場合、検査員が不適合品対策書を作成し、当該不適合品対策書の提出を受けた品質保証部

課長が、処置内容を決定することとされていた。 

 しかし、金属検査チームでは、製品が規格に適合しないことが確認された場合、不適合

品対策書を作成する前に、｢需要家別検査ポイント表｣と題された文書(以下｢ポイント表｣

                             
17  このとき、検査員は、不適合品対策書に、不適合が外観検査で発見された場合には｢外観寸法検査

表｣の写しを、機械試験で発見された場合には｢材料試験書｣の写しをそれぞれ添付する。 

18  金属検査チームの検査員の中には、初回の製品検査で不合格となっても、直ちに不適合品対策書を

作成せず、自身の判断で再検査を行い、それでもなお、規格に適合しなかった場合に不適合品対策

書を作成・提出する者もいた。また、主任(班長)に対して不適合品対策書を提出した際、主任(班

長)の判断で、検査員に対してまずは再検査を行うよう指示する場合もあった。 

19  三菱伸銅において、不適合品が生じた際のフローを定めた、｢金属・不適合品管理記述書｣(時期に

よっては｢不適合品管理規定｣)と題する社内規程(以下｢不適合品管理規程｣という。)によれば、本来

の決裁権者は品質保証部課長である。 

品質保証部課長とは、品質保証課課長及び品質管理課課長のことを指し、いずれの課長にも決裁権

限が認められている。 
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という。)を参照の上、検査記録のデータを書き換えることが日常的に行われていた。 

 ポイント表とは、一部の顧客向けの製品について、規格ごとに、｢製品検査で規格外れ

が発生した場合、合否判定を下記の特別処理で行う。｣として、特別な処理を行うことを

定めたものである。ポイント表は、規格ごとに(複数の顧客について同様の規格内容であ

る場合には、当該規格を用いる顧客を列挙した上で)、例えば、硬さのみ規格に適合しな

い場合は｢報告値を規格内に丸目処理を行い、品質保証部金属検査にて特採とする。(不適

合品処置・対策書不要)｣などとしつつ、引張強さが規格に適合しない場合には｢不適合品

処理を標準通り行う。｣などと定めていた。 

 ポイント表は、｢コード表｣と呼ばれる、製品の製造から出荷に至るまでの様々な備考、

留意点等を細かく分類した上で取りまとめた書面の一部である。｢コード表｣には、ポイン

ト表のほか、例えば梱包材に熱処理材パレットを使用することなど、検査以外の工程に関

する備考等も定められている。これらの備考等には、それぞれコードナンバーと標題が付

されていた。コードナンバー及び標題は、規格データにも登録されており、これにより、

規格データとポイント表が紐付けられていた。そのため、ポイント表上、｢丸目処理｣、す

なわち規格に適合するよう検査記録のデータを書き換えることが認められている規格につ

いては、規格データ上でも、ポイント表に定めがあることが登録されており、｢材料試験

書｣にも、｢試験備考｣欄に｢検査ポイント有 厳守｣と印字されていた。 

 検査員は、初回の機械試験ではポイント表を用いることはなく、通常どおりに機械試験

を行い、試験の結果、全ての検査項目についてが規格に適合していれば、ポイント表を用

いないまま、検査システムへの検査結果の入力などの手続に移る。 

 しかし、初回の機械試験の結果、ある検査項目について規格に適合しない場合、検査員

は、材料試験書に｢検査ポイント有 厳守｣と印字されているか否かを確認の上、当該印字

があればポイント表を参照20し、ポイント表に定められているとおりの処理を行ってい

た。 

 具体的には、ポイント表上、規格に適合しない項目について、｢丸目処理｣が定められて

いれば、検査員は、再検査を実施することなく、｢材料試験書｣に、初回の機械試験結果と

共に、書換え後の数値を記載していた。この場合、規格内で具体的にどの数値を記載する

かは検査員の裁量に委ねられていたが、検査員の中には、｢規格値ぎりぎりの数値を採用

していた。｣などと述べ、規格値の下限をわずかに上回る(又は規格値の上限をわずかに下

回る)ような数値を記載していた旨述べる者がいた。 

 こうして、検査員は、｢材料試験書｣に、機械試験の結果、実際に得られた数値と、規格

に適合するよう書き換えた数値の両方を記載した上で、検査システムには書換え後の数値

を入力していた。具体的には、検査システム上、機械試験結果の｢実測値｣が反映される

｢報告値｣を修正入力するためのページがあり、当該ページで、規格に適合するよう書き換

                             
20  ポイント表は、機械検査室に複数備え付けられ、検査員は、いつでも参照可能となっていた。 
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えた数値を｢報告値｣として修正入力するとともに、｢合格判定｣欄21において｢特採｣を選択

していた。 

 

(2) ポイント表の作成経緯・本件不適切行為の開始時期 

 

ア 作成経緯等 

 

 ポイント表は、その改訂記録上、1999 年(平成 11 年)5 月 20 日時点では既に存在してお

り、遅くとも 2001 年(平成 13 年)7 月 27 日の改訂では、規格に適合しない場合に、検査記

録のデータを書き換えることが定められていたことが認められる。 

 ポイント表は、品質管理課の従業員(当時)が作成した手書きの原稿を基に、同課の設計

担当者によって文書化され、上記(1)のとおり、コード表の一部として登録された。 

 ポイント表の作成開始以降、順次、ポイント表が適用される規格(以下｢適用規格｣とい

う。)が追加され、適用規格(頁数)が増加していった。ポイント表に適用規格を追加する

際の方法は、当初の作成時と同様に、品質管理課の従業員(当時)が手書きで作成した原稿

を同課の設計担当者が文書化し、改訂記録も作成していくというものであった。このよう

に、設計担当者は、単に他の品質管理課従業員が作成した手書きの原稿を文書化していた

にとどまり、また、ポイント表の具体的な内容の検討に携わった従業員は既に三菱伸銅を

退職している。そのため、ポイント表の作成経緯は不明である。 

 なお、ポイント表は、1 つのマスターファイルを上書きする形で改訂されている。その

ため、他の社内規程とは異なり、旧版は保存されていないが、改訂記録上、2006 年(平成

18年)9月 7日の改訂を最後に、適用規格(頁数)は追加されていないことが確認された。 

 

 ポイント表の適用規格については、規格に適合しない検査記録のデータの書換えが繰り

返し行われており、ポイント表の適用規格(頁数)を追加した際には、当該規格について、

不適合が生じることが一定程度見込まれていた可能性がある。 

 また、適用規格は、8 割以上は黄銅品と呼ばれる製品についてのものであり、それ以外

は合金製品等であるところ、いずれの製品についても、三菱伸銅の独自開発製品などとは

異なり、競合他社においても製造可能な一般的な製品であった。 

 

イ 対象顧客の追加 

 

 ポイント表に適用規格(頁数)が追加されなくなった後も、適用規格と類似の規格である

                             
21  合格判定欄には、｢合格｣｢特採｣｢保留｣｢不合格｣｢不良｣の 5 つの選択肢があり、検査員が自ら選択で

きる仕組みになっていた。なお、第 3 の 4(2)ウの、合格時に入力する検査システムでは、合格判定

は自動でなされる仕組みとなっていた。 
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として、同一のポイント表が適用される範囲(以下｢対象顧客｣という。)を追加する旨の改

訂は、2017年(平成 29年)6月 29日に至るまで行われていた。 

 対象顧客の追加は、主として品質管理課の設計担当者の判断で行われていた。すなわ

ち、下記第 5 の 1(1)のとおり、設計担当者は、営業担当者から｢製造可否検討依頼 回答

書｣を受領すると、新規発注製品と同様の寸法等の製品を製造した実績があるか否かを確

認するところ、その際、同様の寸法等の製品の発注者が、ポイント表の対象顧客であるか

否かも併せて確認していた。その結果、新規発注製品と同様の寸法等の製品の発注者が対

象顧客であった場合には、設計担当者は、当該発注者と新規発注顧客の関係を確認してい

た。そして、当該発注者と新規発注顧客が、グループ会社等、相互に密接な関係を有する

顧客同士であり、要求規格や製品の用途等も同様であると認められる場合、設計担当者

は、新規発注顧客を、同様の寸法等の製品の発注者を対象とするポイント表の対象顧客と

して追加する旨を品質管理課長に提案・申請していた。このような経緯を経て、最終的に

は品質管理課長の決裁により、対象顧客が追加されていた。 

 2017 年(平成 29 年)6 月 29 日の改訂後、ポイント表の対象顧客として登録された件数

は、50 件22となっている。ただし、ポイント表には現在取引のない顧客の規格や、既に顧

客との交渉により、ポイント表のルールと規格そのものが一致するに至ったものなど、ポ

イント表の定めが不要となった場合においても、削除されないまま記載されているものも

あり、2016 年(平成 28 年)10 月 18 日から 2017 年(平成 29 年)10 月 17 日の間に、実際にポ

イント表が適用されることにより検査記録のデータが書き換えられた顧客は、10 社に満た

なかった。 

 

(3) 関係者の認識 

 

 本件調査を実施した時点において、金属検査チームの検査員は、ポイント表の存在を認

識していた一方、上記(1)のとおり、ポイント表はコード表の一部であった上、実際に入

社時からポイント表を用いて検査記録のデータの書換えを行っていたことから、ポイント

表をいわば｢所与のもの｣として認識し、それゆえ、不適切な行為であるとの認識が希薄で

あった旨述べる者が多く、中には、ポイント表により検査記録のデータを書き換えること

についても、｢客先と合意ができているものと思っていたので、問題はないと認識してい

た。｣と述べる者もいた。 

 他方で、歴代の品質保証部の部課長クラス経験者においては、ポイント表の存在に対す

る自己の認識を否定する者が少なくない。もっとも、ポイント表がコード表の一部として

                             
22  ポイント表においては、｢需要家｣との語が用いられており、当該登録需要家数が 50 件となってい

る。ただし、同一会社が製作所ごとに複数の需要家として登録されている場合もあり、上記 50 件の

中には、納入ルートや規格が異なるだけで、最終的には同じ顧客に納入されるものや、同じ顧客の

規格を念頭に置いたものも複数含まれる。 
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若松製作所内で登録されていたこと、機械検査室内に複数備え付けられ、その存在が特段

隠されてもいなかったことからすれば、少なくとも製品検査を所掌する歴代の品質保証部

の部課長は、ポイント表に基づく検査記録のデータの書換えに気付くことは可能であった

と考えられる。また、歴代の品質保証部の部課長の中には、ポイント表の存在を認識して

いた旨認めた上で、｢ポイント表を使わず、規格に適合しないものは全て不適合として挙

げようかと迷ったこともあった。そのようにしないと、製造部や技術部が問題を認識でき

ず、改善に繋がらないと思った。」｢主任も、ポイント表を用いることには消極的だっ

た。｣などと述べる者もいる。これらの事実に照らすと、品質保証部内には、ポイント表

を用いて検査記録のデータを書き換えることを問題視していた者が少なからずいたと認め

られる。 

 ただし、ポイント表は、上記(2)アのとおり、品質管理課において改訂されており、

コード表の改定時に作成される改訂版の配布先記録によれば、改訂版の配布は品質保証課

のみとなっていた。したがって、品質保証部以外の部署において、ポイント表を認識して

いたとまでは認められなかった。 

 なお、ポイント表の存在は、2017 年(平成 29 年)10 月 10 日に社内調査を開始した後、

同月 11 日から 13 日頃までの間に、若松製作所内で、品質保証部副部長が、同部部長に対

し、自主的に報告を行ったことを契機として発覚したものである。そして、三菱伸銅本社

への報告は、同 16 日に、若松製作所の品質保証部長が、本社取締役技術開発部長に報告

する形で行われ、その後、18 日までの間に、本社経営陣に順次報告がなされている。した

がって、三菱伸銅本社経営陣がポイント表の存在を認識したのは 2017 年(平成 29 年)10 月

16日以降であると認められる。 

 

2 品質保証部課長の判断による｢社内特採｣と称する不適合品出荷と検査記録のデータの

書換え 

 

(1) 行為態様 

 

 ポイント表による検査記録のデータの書換え以外にも、上記第 3 の 4(3)で述べたフロー

に基づき、不適合品に対する処置が決定される際、顧客の了承を得ないまま、検査記録の

データを規格に適合するよう書き換える処理(以下｢社内特採｣という。)が行われていた。 

 

ア 朝会後協議について 

 

 金属検査チームでは、上記第 3 の 4(3)のとおり、検査員が、製品検査の結果が、いずれ
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かの検査項目において、規格に適合しなかった場合23には、不適合品対策書を作成し、主

任(班長)に提出していた。 

 主任(班長)は、不適合品対策書を承認すると、翌日開催される朝会において、不適合の

内容を報告していた。 

 朝会とは、若松製作所において製造される各製品の進捗状況等について、各部署間で情

報を共有するために開催される会議のことである24。朝会は、基本的に毎朝開催されてお

り、所長ら(所長、副所長及び所長付)と、生産管理部、製造部、技術部及び品質保証部の

各職制(係長以上の役職者を指す)が参加している25。ただし、これら以外の者も自由に出

席することは可能であり26、所長らや関係部署の部長クラスの従業員については、必ずし

も毎日出席するわけではなかった。 

 朝会では、金属検査チームの主任(班長)が不適合品対策書の内容を報告するにとどま

り、この時点では、具体的な処置内容についてまでは決定されなかった。 

 朝会が終了すると、金属検査チームの主任(班長)をはじめとする出席者の一部は、機械

検査室に移動し、不適合となったサンプルの現物を確認しながら、不適合品に対する処置

内容について協議していた(以下、朝会後の機械検査室での協議のことを｢朝会後協議｣と

いう。)27。 

 朝会後協議の出席者は、個々の不適合の内容などによって様々であり、必ずしも固定さ

れていたわけではないが、品質保証部からは、2016 年(平成 28 年)4 月以前は、品質保証

部長、品質保証課長28、主任(班長)などが出席していた。ただし、同月以降は、品質管理

課長29、主任(班長)などが出席していたとのことである。他部署からは、製造部、生産管

理部及び技術部の課長クラスの従業員が出席していた。 

 機械検査室に移動すると、金属検査チームの主任(班長)は、出席者に対し、不適合に

なった、つまり規格に適合しなかった項目や、当該製品の用途を説明した上で、適合しな

かった規格と同一の規格に関する過去の試験データや、それをまとめた分布図を資料とし

                             
23  ポイント表がそもそも定められていない規格の場合や、ポイント表に定めのある規格でも、ポイン

ト表上、｢丸目処理｣が定められていない項目について規格に適合しない場合に、不適合品対策書が

作成される。 

24  朝会は、若松製作所の生産状況を日々把握することを目的とする会である。もともと、部署単位の

朝会なども行われており、いつから若松製作所全体の朝会が開催されるようになったかは明らかで

はないものの、遅くとも約 10 年前に、当時の幹部によって開催されるようになった旨供述する者が

複数いた。 

25  係長が置かれていない部署では、係長に相当する役職は主任となる。 

26  具体的には、品質保証課分析チームや品質管理課金属チームの技術主幹、製造部や技術部の副技

官、安全環境推進室長らが参加していた。 

27  若松製作所内には、朝会後協議のことも｢朝会｣と呼ぶ者が多いが、本報告書では、便宜上、朝会そ

のものと、朝会後協議を区別して述べる。 

28  品質保証部副部長を兼務している時期もあった。 

29  本件調査当時の品質管理課長は、品質保証部副部長を兼務している。 
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て見せていた。出席者は、これらの資料を踏まえ、不適合品に対する処置を協議していた

30。 

 上記のような協議を経て、最終的に、朝会後協議に出席している品質保証部の部課長ク

ラスの従業員が、他の出席者の了解の下、処置内容を決定していた。具体的な処置内容と

しては、屑処分31、再検査、再加工32、再処理33、特採などがあり、金属検査チームの主任

(班長)は、決定された処置内容どおりに、不適合品対策書の｢検査 判定｣欄に列挙された

項目のいずれかにチェックを入れていた。 

 特採の主な分類は以下のとおりである34。 

 

｢検査 判定｣ 処置内容 

｢顧客 OKで特採としました｣ 特採申請書を発行の上、顧客の了解をとり、特採とする(客先特採) 

｢検査 OKで特採としました｣ 上記以外の場合 

 

 なお、不適合品対策書の｢検査 判定｣欄には、そもそも｢合格｣欄が設けられていなかっ

た。そのため、例えば、朝会後協議において再検査の実施が決定され、再検査の結果、規

格に適合することが確認された場合には、製品検査としては｢合格｣であるにもかかわら

ず、当該項目がなかったため、｢検査 OK で特採としました｣の項目にチェックが入れられ

ていた35。 

                             
30  過去データは、検査システムから出力されていた。このとき、検査システムから出力されるデータ

は実績値である。 

31  スクラップとすることを指す。 

32  規格に適合しない場合に、サイズ変更等の工程を追加で実施することによって、別製品に転用する

ことを意味する。 

33  規格に適合しない場合に、発見された不適合を取り除くための工程を追加で実施することによっ

て、元々予定されていた製品の規格に適合させることを意味する。 

34  ｢検査 判定｣欄には、上記｢顧客 OK で特採としました｣｢検査 OK で特採としました｣との項目のほ

か、｢営業 OK で特採としました｣との項目も存在した。しかしながら、関係者のヒアリング調査結果

においては、いかなる場合に本項目で処理がなされることとされているかについて、(通常出荷単位

とされる量よりも少量となってしまったロットにつき、納期の関係等から、営業担当者が顧客と折

衝の上、出荷を許可する場合がこれに当たると聞いた旨述べる者が 1 名いた以外は)理解していない

という結果にとどまった一方、営業担当者においては、顧客からの了解を得ないで営業担当者が不

適合品の出荷を指示することはない旨述べている。不適合対策書の中には、同項目にチェックが入

れられているものもあったが、その内容は、いずれも数値化されない項目について、朝会後協議結

果に基づく判断内容を営業担当者に伝えたというものであった。これらの調査結果に加え、下記

(3)(4)のとおり、不適合品管理規程上、社内特採の決定権者が品質保証部課長とされていることも

併せ考慮すると、同項目の記載で示唆されるような、(顧客の了解を得ず)営業担当者の了解を根拠

とする特採(すなわち、上記｢朝会後協議に基づく社内特採｣とは異なる類型の社内特採)が実際にな

されていたとまでは認め難い。 

35  朝会後協議で再検査が指示された場合は、不適合品対策書の原本は、金属検査チームの主任(班長)

のもとに一旦留め置かれ、その後の再検査の結果、処置内容が決定した時点で製造部管理担当者へ

回付される。 



- 19 - 

 また、製品検査には、結果が数値化される項目だけでなく、表面の傷など結果が数値化

されない項目もある。不適合品対策書は、このような結果が数値化されない項目において

発見された不適合についても多数作成されていた。不適合品対策書の記載上、朝会後協議

においては、多くの場合において、このような結果が数値化されない項目において発見さ

れた不適合について、サンプルと限度見本などを見比べ、処置内容を検討していたことが

認められる。その場合、朝会後協議において、出荷して差し支えないと判断された場合に

は、検査記録のデータを何ら書き換えることなく、そのまま出荷手続に移っていた。この

場合、最終的な製品検査としては｢合格｣と判断されたと解することも可能と考えられるも

のの、そもそも不適合品対策書に｢合格｣という項目自体が設定されておらず、こうした場

合であっても、検査記録のデータの書換えを伴う場合と同様に、｢検査 OK で特採としまし

た｣の項目にチェックが入れられていた。 

 

 このようにして、朝会後協議において、不適合品の処置内容が決定されると、金属検査

チームの主任(班長)は、不適合品対策書に、処置内容が決定された日と処置内容を手書き

で記載していた。例えば、客先特採であれば、｢●／● 客先特採 OK｣などと記載し、屑処

分とする場合は｢●／● 朝会 NG 屑処分としました｣などと記載していたほか、社内特採

の場合には、｢●／● 朝会にて社内特採｣などと記載していた36。その上で、金属検査

チームの主任(班長)は、不適合品対策書の原本は製造部管理担当へと回付し、写しを当該

不適合品の製品検査を担当する検査員に交付していた。 

 

イ 社内特採の場合の処理フロー 

 

 金属検査チームの主任(班長)は、処置内容を記載した不適合品対策書の写しを検査員に

交付し、検査員は、当該処置内容に従って、｢材料試験書｣の数値を書き換えていた。この

とき、主任(班長)から検査員に対し、口頭で、書換え後の具体的な数値が指示されること

もあったが、不適合品対策書の写しを交付する以外特段指示をしないこともあり、その場

合、検査員は、自身の判断において、規格に適合する数値を｢材料試験書｣に記載してい

た。 

 その後、検査員は、検査システムに書換え後の数値を入力するが、その際の手順は、ポ

イント表を用いて検査記録のデータを書き換える場合と同様であり、上記 1(1)のとおりで

ある。 

 

                             
36  不適合品対策書上の｢社内特採｣は、上記アのとおり、複数の意味を持つが、本項では、検査記録の

データを規格値内に書き換えることのみを意味する。 
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(2) 社内特採とするか否かの判断基準 

 

 社内特採とするか否かは、朝会後協議において話し合われながら判断されるものであ

り、必ずしも一律に判断基準が定まっていたわけではないものの、一般的には、不適合の

程度を踏まえ37、過去に出荷した実績のある不適合の範囲内であるか、不適合品の最終的

な用途に照らし、用途上重要視される項目が規格に適合しているか否か、顧客が適合しな

かった規格を重視しているか否かといった観点から、社内特採とすべきか否かが検討され

ていた。 

 なお、朝会後協議において、社内特採が認められずに屑処分となった場合には、製造工

程を一からやり直すこととなり、納期との関係で少なからず支障が生じることになる。そ

のため、納期を管理する生産管理課や、実際に製造をやり直す製造部の各課からは、不適

合の程度が必ずしも小さいとは言えない場合においても、社内特採を希望する声が挙がっ

ていた旨述べる者もいる。 

 

(3) 社内特採の決定者 

 

 不適合品の処置内容の決定権者は、不適合品管理規程上、品質保証部課長とされてい

た。また、品質保証部課長経験者の中には、社内特採についても自身の責任において決定

していた旨供述している者もいる。しかし、実際の運用においては、社内特採は、必ず朝

会後協議に諮り、協議結果を踏まえた上で、品質保証部課長が処置内容を決定しており、

実質的な社内特採の決定者は、朝会後協議の出席者全員であったと認められる38。 

 

(4) 社内特採の開始時期 

 

 若松製作所において、社内特採がいつから行われていたかは必ずしも明らかではなく、

金属検査チームの検査員の中には、1990 年代には既に行われていたように思う旨供述する

者もいるものの、気が付けば社内特採が行われていた旨供述するにとどまる。また、1990

年代よりも前に、三菱伸銅において製品検査を行っていた検査員は既に退職しているた

め、社内特採を開始した事情について供述する者はおらず、その開始時期は判然としな

い。 

 この点、不適合品管理規程は、1997 年(平成 9 年)に制定されて以後、改訂が繰り返され

ていたが、2001 年(平成 13 年)5 月 22 日の改訂に係る｢不適合品管理規定｣(第 8 版)には、

                             
37  不適合の程度が大きい場合は社内特採とされることはなかった。 

38  一部の不適合品対策書には、品質保証部長名と共に｢社内特採｣と記載されているものもあるが、こ

れは、朝会後協議において、品質保証部長に判断を一任することが決定されたことを受けてのもの

であり、朝会後協議の参加者の了解の下、社内特採が決定されていたことには変わりがない。 
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既に、特採について｢顧客または検査課長の承認が得られた場合｣と規定されており、当時

の不適合品対策書においても、検査判定に｢検査課 OK で特採としました｣との項目が定め

られていた。その後に改訂された不適合品管理規程においても、特採について｢顧客また

は品質管理 G 課長の承認が得られた場合｣と規定され、さらに、2017 年(平成 29 年)11 月

13 日に改訂される前の不適合品管理規程(2014 年(平成 26 年)8 月 12 日改訂)においても、

｢顧客または品質保証部課長の承認が得られた場合｣と規定されていた39。このような不適

合品管理規程の文言からすれば、遅くとも 2001 年(平成 13 年)5 月には社内特採が行われ

ていた可能性が高い。 

 なお、朝会後協議が開始された時期についても、明確な記録は残っていないものの、朝

会が行われるようになる前から、機械検査室において社内特採の検討は行われており、品

質保証部内の部課長が協議して社内特採を決定していた旨供述する者もいる。また、朝会

後協議の出席者についても、従前は品質保証部の部課長が中心であり、製造部長が時折参

加する程度であったが、2013 年(平成 25 年)8 月頃から、当時の若松製作所長の指示によ

り、製造部、生産管理部及び技術部の担当課長も出席するようになった旨述べる者もい

る。 

 

(5) 関係者の認識 

 

 社内特採について、金属検査チームの検査員の中には、製品検査の結果について、話し

合いによって検査記録のデータの書換えを行うことを決めるもので、不適切であるとの認

識を持っていた者もいたものの、その多くは、主任(班長)の指示を受けて行っていたに過

ぎず、不適切な行為であると認識していなかった、又は上司の指示である以上仕方がない

と考えていた旨述べている。 

 一方、少なくとも、朝会後協議に出席し、そこでの検討結果に基づいて、自ら金属検査

チームの主任(班長)に社内特採を指示したり、当該指示の場に立ち会っていた歴代の品質

保証部の部課長や他部署の部課長は、製品検査の結果、規格に適合しなかった検査記録の

データを、規格に適合するよう書き換えることについて認識していたと認められる。 

 もっとも、朝会後協議に出席していた他部署の部課長の中には、｢朝会後協議では表面

の傷などについて検討していた。｣｢朝会後協議において社内特採と決定されていたことは

知らなかった。｣｢特採と判断されることもあったが、それは客先特採のことと思ってい

た。｣などと述べる者もいる。しかしなから、社内特採とされた不適合品についての不適

合品対策書においては、｢●／● 朝会にて社内特採｣と記載され、実際に規格に適合しな

かった機械試験結果の数値が記載されており、それらの不適合品対策書は、その後、製造

                             
39  元品質保証部長の述べるところによれば、｢品質保証部課長｣と規定されたのは、従前の規定ぶりで

は品質保証課長が対象外となってしまうことから、この改訂は品質保証課長を含める趣旨のもので

あった可能性があるとのことである。 
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部課長や技術部生産技術課長にも回付されていることからすれば、少なくとも、これらの

回付を受けた製造部や技術部の課長は、社内特採の事実を認識していたと認められる。 

 なお、社内特採の存在は、2017 年(平成 29 年)10 月 10 日の社内調査の開始後、同月 11

日から 13 日頃までに、若松製作所内で、品質保証部副部長が、同部部長に対し、自主的

に報告を行ったことを契機として発覚し、同 16 日に若松製作所の品質保証部長が、本社

取締役技術開発部長に報告する形で本社に報告された。 

 

3 その他検査記録のデータの書換え 

 

(1) 行為態様 

 

 上記 1 及び 2 に加えて、一部の製品について、試験成績表(ミルシート)発行時に、製品

の化学成分に係る検査記録(以下｢成分値｣という。)のデータを規格に適合するよう書き換

える行為が行われていた。 

 製品の成分値は、上記第 3 の 3(2)記載の｢溶解｣工程における工程検査の 1 つとして検査

される。成分値の検査は、他の工程検査と異なり、溶解段階でなければ測定できないた

め、製品検査段階では実施されず、｢溶解｣工程における工程検査として実施された検査結

果が、試験成績表(ミルシート)の基になるデータとして検査システムに入力される。 

 そもそも、｢溶解｣工程においては、成分値の検査結果が社内基準を満たさない場合に

は、社内基準を満たす成分値となるまで、不足する成分に係る原料を追加する作業を繰り

返すこととなっており、社内基準を満たすことができて初めて、次の｢鋳造｣工程に移るこ

ととなっている。 

 この点、成分値の社内基準は、顧客との間で定められた規格ごとではなく、製品ごとに

設けられており、同じ製品であれば、規格が異なっていたとしても、同じ社内基準が用い

られている。当該基準は、溶解熱延課において設定されており、各顧客との間で規格を定

めるに当たっては、当該社内基準を踏まえて規格が定められていた。 

 ただし、一部の顧客との間では、下記(2)のような事情により、成分値について社内基

準よりも更に厳格な基準が定められたため、例外的な事象として、成分値が社内基準を満

たしたとしても、顧客との規格に適合しないものが生じていた。 

 そのような場合、上記第 3 の 4(2)エ記載の試験成績表(ミルシート)の発行段階におい

て、当該発行業務を行う者が、品質保証部内の上司の指示の下40、検査システム内に入力

された成分値を、顧客との間で定められた規格に適合するよう書き換えて、試験成績表

(ミルシート)を発行していた。 

                             
40  関係者のヒアリング結果によれば、指示者は品質保証部の部課長クラスとのことである。ただし、

同一顧客との間での同一成分についての書換えであれば、都度上司の指示を仰ぐことは行われず、

折に触れ口頭で報告がなされるにとどまっていたとのことである。 
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(2) 成分値の書換えが行われた経緯及び範囲 

 

 上記(1)のとおり、各顧客との規格は、本来は成分値の社内基準を踏まえて設定されて

おり、当該社内基準を満たす以上、顧客との規格にも適合するはずであった。しかし、一

部の顧客との間では、顧客が以前使っていた他社製品と同様の成分値の規格を求められた

り、出荷後の顧客とのやり取りの中で成分値の規格が変更されたりしたことにより、当該

顧客との間では、成分値の規格が、三菱伸銅の社内基準よりも厳格な数値に設定された状

態になった。それにもかかわらず、当該事象の発生に伴って社内基準の見直しが行われな

かったため、当該顧客向けの製品については、社内基準を満たしても、顧客との規格に適

合しない場合があったと認められる。成分値の書換えは、このように規格が社内基準より

も厳しく設定されている一部顧客向けの製品について行われたものと認められる41。 

 若松製作所における成分値の書換えがいつから開始されたかは必ずしも明らかではない

が、関係者によれば、約 10年前には既に行われていたと思うとのことである。 

 

第 5 本件不適切行為に至る経緯等 

 

1 受注時における製造可否の検討状況 

 

(1) 品質保証部品質管理課における工程能力の確認 

 

 三菱伸銅では、若松製作所で製造する製品も含め、三菱伸銅本社の営業統括本部営業部

が営業機能を一括して担っている。上記第 3 の 3(1)のとおり、営業担当者は、若松製作所

で製造する製品につき、顧客から新規発注を受けると、その製品の規格を記載した｢製造

可否検討依頼 回答書｣(製造可否結果は未判定のもの)を起案し、設計担当者にメールで

送付する。 

 ｢製造可否検討依頼 回答書｣(製造可否結果は未判定のもの)を受領した設計担当者は、

その製品の規格に対する若松製作所の工程能力42を確認する。設計担当者は、まず顧客の

要求規格が社内標準規格(以下、社内の呼び方に準じて｢MS 規格｣という。)内に収まってい

るかを確認する。MS 規格とは、社内で標準とされている材質、質別記号(硬さ、引張強さ

等を定めた記号)に対応した機械特性の標準パターンを定めたものであり、特定の材質、

質別記号ごとに、一定の範囲をもって機械特性が定められている。また、設計担当者は、

                             
41  2016 年(平成 28 年)1 月から 2017 年(平成 29 年)12 月 20 日までの検査記録上も、上記事情以外の理

由による成分値の書換えは認められなかった。 

42  工程能力とは、定められた規格限度(公差範囲内)で製品を生産する能力をいい、工程能力が低いこ

とは、規格外の不適合品が製造されやすいこと(製品の歩留まりが悪いこと)を意味する。 
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過去に新規発注製品と同様の材質、形状、質別記号、厚さ及び幅等(以下、これらを総称

して｢寸法等｣ということがある。)の製品を製造した実績があるか否かを確認する。顧客

の要求規格が MS 規格内のものであり、かつ過去に(他社向けのものも含めて)新規発注製

品と同じ寸法等の製品を製造した実績がある場合、設計担当者にて｢製造可｣と判断した

上、営業部に製造可否結果を判定した｢製造可否検討依頼 回答書｣を返送する。 

 他方、顧客の要求規格が、MS 規格内に収まらない場合、または要求規格が MS 規格内で

あったとしても製造実績がない寸法等の製品である場合、設計担当者は、製造可否の審査

部署である技術部、資材管理部物流・資材 G、生産管理部、製造部及び品質保証部に検討

を依頼するため、｢製造可否検討依頼書｣を作成し、回付する。黄銅品などの一般的な製品

については、顧客側も既に他社製品などで取扱い実績を有しており、当該実績に基づいて

あらかじめ製品規格を有している場合が多い。しかも、自動車用端子コネクターなどに用

いられる場合は、その用途上、厳格な規格が定められている場合が多く、MS 規格内に収ま

らない場合も多い。 

 ｢製造可否検討依頼書｣を作成する場合、設計担当者は、過去に製造販売した同一又は類

似の寸法等の製品の機械特性(実績値)を確認した上で、新規発注製品の規格との関係を示

した資料等(以下｢過去実績資料｣という。)も併せて作成、回付する。 

 なお、｢製造可否検討依頼書｣及び過去実績資料の作成過程で、顧客の要求規格が明らか

に若松製作所の工程能力を逸脱している場合、設計担当者が、この段階で営業部にその旨

を連絡し、顧客との交渉を依頼することもある。営業担当者による顧客との交渉の結果、

顧客の要求規格に変更があった場合、設計担当者は、変更後の要求規格を前提に改めて

｢製造可否検討依頼書｣を作成する。 

 

(2) 審査部署による製造可否の検討 

 

 ｢製造可否検討依頼書｣は、まず技術部生産技術課に回付され、製造工程、製造条件、製

造コスト等の諸要素をも踏まえた検討結果が記入される。その他の審査部署は、生産技術

課の検討結果を前提にそれぞれ製造可否を検討する。生産技術課の検討結果に対し、他の

審査部署が異論を唱えることは稀であるが、量産の可否や実際の製造オペレーションを踏

まえ、製造部から意見が述べられることがある。なお、品質保証部は、新規発注製品に関

し、｢初期流動品管理｣と呼ばれる、製造開始後の品質確認プロセスを経るか否かを判断す

る立場にあるものの、技術部や製造部が｢製造可能｣と判断している場合に、この判断自体

に異論を唱えることは極めて稀である。 

 このように、各審査部署が、それぞれ製造の可否を検討し、検討結果を記入して、設計

担当者に｢製造可否検討依頼書｣が戻される。これを受け取った設計担当者は、｢製造可否

検討依頼書｣につき、｢製造可否検討依頼書｣の審査部署の検討結果を踏まえ、品質保証部

長の承認を得た上、｢製造可否検討依頼 回答書｣の、製造可否結果の判定欄を記載する。

このとき、設計担当者の目から見て、過去の製造実績に照らすと製造が難しい規格である



- 25 - 

にもかかわらず、審査部署が製造可能との判断を行っている場合があった。そのような場

合、設計担当者は、主に技術部の担当者や課長に直接問い合わせ、本当に当該規格につい

て製造可能なのか確認していたものの、当該確認によっても製造可能と回答された場合に

は、当該回答に基づいて｢製造可否検討依頼 回答書｣に製造可否結果の判定を記入してい

た。そして、設計担当者は、｢製造可否検討依頼 回答書｣、及び各審査部書の検討結果が

記載された｢製造可否検討依頼書｣を営業部へ回付する。営業部は、上記回答書の内容を踏

まえ、顧客との交渉を継続することとなっている。 

 

(3) 受注の決定における検討要素 

 

 三菱伸銅では、上記(2)の検討の際、新規発注製品の規格に対し、工程能力が低い場合

であっても、他の諸要素を考慮し、当該製品を受注することがある。例えば、ある新規発

注製品について、工程能力が低く、かつ、顧客に打診しても規格を緩和してもらえないと

見込まれる場合、審査部署は、製造可否検討の過程において、製造コスト、受注価格等を

勘案し、多少の不適合品が出たとしても、当該製品の製造により利益が出るかを検討す

る。その上で、利益が出ると判断された場合には、審査部署は、｢製造可｣との判断を行う

こともあった。 

 近年は、工程能力が低い場合には、製造可否の回答として｢不可｣であることを明示した

り、個々の規格値について、事前に全て仕様書で決めてしまうこととせず、まずは一定程

度量産し、量産された製品の性能などを踏まえた上で、正式に規格値を定めるよう求めて

いるようである。しかし、1990 年代頃、三菱伸銅では、自動車用端子コネクター用の製品

販売を拡大しようとする傾向にあったが43、競合他社と比較し、後発で同製品の製造を開

始したため、厳しい規格であっても受注する傾向にあったのではないかと思う旨供述する

者もいる。 

 

2 検査実施に関する社内規程等の制定改廃 

 

(1) 不適合品管理規程の制定及び改訂 

 

 上記第 3 の 4(3)のとおり、若松製作所において不適合品が製造された場合の処置は、不

適合品管理規程において定められている。同規程は、1997 年(平成 9 年)に制定されている

が、初版の規程は若松製作所に現存しておらず、制定の経緯や初版の規定内容は不明であ

                             
43  若松製作所では、1989 年(平成元年)頃から自動車用端子コネクター用の製品の製造を開始している

が、これは競合他社と比較すると遅い参入であった。自動車用端子コネクター用の製品は、従来か

ら若松製作所で製造していた｢電子材｣と呼ばれる製品よりも付加価値が高く、利益率もよい製品で

あった。そのため、若松製作所でも、同年以降、自動車用端子コネクター用の製品の受注拡大を目

指す方針を採用した。 
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る。 

 不適合品管理規程の改訂を所管するのは、品質管理課の標準担当者であり、改訂に当

たっては、同担当者が改訂内容を検討し、品質保証部長44が最終決裁を行う。不適合品管

理規程は、下記 4 で詳述するとおり顧客監査や認証機関の監査においても提示されてい

た。不適合品管理規程の改訂は、これらの監査において何らかの指摘を受けた場合に、そ

の指摘に従って改訂することがほとんどであり、換言すれば、顧客や認証機関からの指摘

がない限り、特段規定内容を変更することはなかった。 

 

(2) ポイント表の作成及び改訂 

 

 上記第 4 の 1(2)のとおり、ポイント表は、その改訂記録上、1999 年(平成 11 年)5 月 20

日には存在しており、遅くとも 2001 年(平成 13 年)7 月 27 日には、規格に適合しない場合

に、｢丸目処理｣を認める旨が定められた。その後、2006 年(平成 18 年)9 月 7 日を最後に

規格は増加していないが、同一のポイント表が適用される対象顧客を追加する旨の改訂

は、2017年(平成 29年)6月 29日に至るまで行われていた。 

 対象顧客の追加は、主として設計担当者の判断で行われていたが、最終的には品質保証

課長の決裁を受けて、対象顧客が追加されていた。 

 

3 規格の変更の検討及び申入れ 

 

(1) 工程変更に係る検討 

 

 ある製品を受注し、量産する中で、当該製品の要求規格が厳しく、不適合品が出る割合

が高い場合、若松製作所の生産技術課及び製造部が中心となって改善策が検討され、必要

に応じて工程又は製造条件の変更が検討されることがある。 

 この場合、まず、現場45から品質管理課に対し、｢工程変更申請書｣が提出される。当該

申請書は製造部、生産管理部、技術部及び品質保証部の各部において検討され、最終的に

品質保証部長が承認する。 

 工程変更に際し顧客の承認が必要であるか否かは、工程変更の内容によって判断され、

顧客に提出した工程表(QC 工程表)に記載された工程について変更がある場合には、社内承

認のみならず顧客の了解も必要とされる。例えば、生産設備や工程の順序を変更する場

合、顧客の了解が必要であるが、詳細な製造条件は、QC 工程表には記載されないため、製

造条件を若干変えるにとどまる場合、顧客の了解は不要とされている。 

                             
44  ただし、近年は品質保証部長が着任して間もないこともあり、品質保証部副部長を兼務する品質管

理課長の決裁により改訂が行われていた。 

45  ｢工程変更申請書｣の申請部署は限定されておらず、どの部署も申請することができる。 
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(2) 受注後の規格変更申入れ 

 

 上記 1(1)のとおり、製造可否検討の段階で、顧客の要求規格に対する工程能力が低く応

じられないとされた場合、営業部の営業担当者は、顧客との間で、改めて規格変更に向け

た交渉を行う。 

 また、受注後、量産する中で、不適合品が出る割合が高く、かつ、上記(1)のような工

程変更等の現場での改善によっても解決できない場合、営業担当者又は品質管理課から顧

客に対し、｢仕様書の改訂｣という形で、規格変更を申し出る場合もある。 

 営業担当者が顧客に対して規格変更の申入れを行い、その必要性などを伝えて交渉した

結果、顧客が規格変更に応じた場合には、仕様書が改訂される。 

 もっとも、規格変更の申入れを行ったとしても、これを了承するかどうかは顧客の判断

に委ねられており、顧客によっても当該規格の内容によってもその対応は異なってくる。

例えば、導電率等の仕様について、顧客との交渉によって規格が変更された事例もあれ

ば、顧客に規格変更を何度申し入れても応じられないという事例もあった。また、2000 年

(平成 12 年)頃、三菱伸銅では、JIS 規格の変更46に伴い、顧客に対し、一斉に規格変更依

頼を行ったことがあった。しかし、ほとんどの顧客は、当該顧客の取引先との交渉に要す

る工数の増加や、顧客の加工工場における加工率変更に要する工数の増加等を理由に、規

格変更を承認しなかった。 

 

(3) 規格変更とポイント表への適用規格追加の関連性 

 

 上記第 4 の 1(2)のとおり、2006 年(平成 18 年)9 月 7 日の改訂を最後に、ポイント表の

適用規格は追加されておらず、適用規格追加を決定していたと思われる従業員は既に退職

しているため、どのような判断の下でポイント表に適用規格が追加されていったかは明ら

かではない。 

 しかしながら、上記第 4 の 1(2)記載のとおり、適用規格となっている製品は、いずれも

競合他社においても製造可能な一般的な製品であること、上記(2)のとおり、三菱伸銅が

JIS 規格の変更に伴い、顧客に対して一斉に規格変更依頼を行ったが、その多くが承認さ

れなかったこと、1999 年(平成 11 年)当時、適用規格(頁数)は 2 件にとどまっていたが、

上記顧客への一斉規格変更依頼後の 2001 年(平成 13 年)に 6 件の適用規格(頁数)が、2002

年(平成 14 年)に 4 件の適用規格(頁数)が、2003 年(平成 15 年)に 3 件の適用規格(頁数)が

順次追加され、その後は 2005 年(平成 17 年)に 1 件、2006 年(平成 18 年)に 1 件ずつ適用

規格(頁数)が追加されたにとどまることからすれば、顧客に規格変更依頼に応じて貰えな

                             
46  製品検査において、｢引張強さ｣又は｢硬さ｣の双方の確認を不要とし、｢硬さ｣については、参考値と

して良い旨の変更を指す。 
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かったことを受けて、ポイント表に適用規格を追加して規格内に検査記録のデータを書き

換えることによって対応することとした可能性がある。 

 

4 監査への対応と内部監査の実施状況 

 

(1) 監査への対応状況 

 

 品質保証課による製品検査は、下記(2)において述べる内部監査のほか、MMC による監

査、顧客監査及び外部認証機関による監査において監査対象となっているところ、各監査

の過程で検査記録のデータの書換えが指摘された形跡は見当たらない。 

 これらの監査のうち、内部監査の実施状況については、下記(2)のとおりである。 

 

(2) 内部監査の実施状況等 

 

 内部監査には、 

・ 本社内部監査室による監査 

・ 監査役監査 

・ 若松製作所 MS推進室(以下｢MS推進室｣という。)による ISO関連監査47 

の 3 つが存在する。これらの内部監査については、品質保証課が直接監査対応に当たる。

しかし、本社内部監査室による監査及び監査役監査においては、不適合品対策書の記入済

みサンプルや、｢材料試験書｣の提示を求められることはなく、ポイント表も提示を求めら

れたことはなく、提示したこともなかった。 

 MS 推進室による ISO 関連監査では、不適合品対策書の記入済みサンプルや｢材料試験書｣

についても、監査対象となっていた。しかし、具体的なサンプルの抽出は、品質保証課に

委ねられており、MS 推進室の監査担当者が、検査記録のデータの書換えや社内特採が行わ

れたことを監査において確認したことはなかった。また、不適合品管理規程は監査対象と

なっていたが、品質保証部課長限りの決裁で特採が可能となっている点について、特段の

指摘がなされたことはなかった。 

 

第 6 本件不適切行為の原因・背景事情 

 

 上記第 4 の 1(2)のとおり、ポイント表が 1999 年(平成 11 年)5 月 20 日には存在してい

たと認められることからすれば、本件不適切行為は、遅くとも同時期には開始されていた

と認められる。このように、長年に亘って本件不適切行為が行われてきた背景には、上記

                             
47  具体的には三菱伸銅が全社的に取得している｢ISO9001｣の要求項目に従った監査を行う。 
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第 5記載の背景等を踏まえると、以下のような事情が認められる。 

 

1 仕様書遵守の意識不足 

 

 上記第 4 の 1 のとおり、ポイント表は、例えば、硬さのみ規格に適合しない場合には、

検査記録のデータの書換えを認め、一方で、引張強さの規格に適合しない場合は不適合品

対策書を作成するなど、顧客との仕様書と異なり、引張強さなど一部の規格の遵守を優先

する基準を新たに設けていた。また、上記第 4 の 2 記載の朝会後協議においても、規格に

適合しない検査項目、当該不適合品の用途などを確認した上で、どの項目、どの用途であ

れば、数値の書換えを認めるかなどと判断していた。 

 このような判断は、一見すると、当該製品に対する深い知識と経験から、当該製品の性

能そのものに支障を来さないよう配慮していたようにも見えるが、その実、本来顧客との

間で合意した仕様書に基づく規格を、自らの判断のみで変更することに抵抗を覚えなく

なっていたものであり、顧客との仕様書を遵守するという意識そのものが希薄化していた

ものと認められる。 

 これは、若松製作所自身が、伸銅品等メーカーとして技術と経験が豊かであることを

もって、顧客との合意よりも自らの判断を是としこれを正当化していたものと評価せざる

をえない。この点について、三菱伸銅の経営陣の中には、｢慢心｣であったと反省を述べる

者もいた。 

 

2 製造可否よりも後発参入事業におけるシェア拡大を優先した可能性 

 

 上記第 5 の 1(1)のとおり、三菱伸銅としては、工程能力などを踏まえて、あらかじめ対

応可能な社内規格を MS 規格として定めていた。そして、上記第 5 の 1(1)のとおり、新規

製品の受注時には、一次的には MS 規格内の製品であるか否かが確認され、同規格外であ

るとしても、若松製作所内で製造可否が個別に検討されており、工程能力が低く、製造が

困難である場合には、その旨を営業担当者に伝え、顧客に対して規格の変更を申し入れる

など、製造可能な規格を受注することが可能な手続きは定められていた。 

 しかしながら、1990 年代当時、三菱伸銅は、競合他社と比べて後発で自動車用端子コネ

クター用の製品の製造を開始し、その受注拡大を目指す中で、MS 規格を超えて個々の顧客

の要求規格に無理にでも応じようとした可能性がある。そもそも自動車用端子コネクター

などに用いられる場合は、その用途上、厳格な規格が定められている場合が多く、MS 規格

内に収まらないことも少なからずあったにもかかわらず、無理に受注したことが、規格に

適合しない製品を多数生じさせ、本件不適切行為に繋がった可能性がある。 

 このような新規取引開始時の無理な受注は、その後の量産段階においても、顧客に対し

て規格変更を申し入れた際に、応じてもらえなかった中で、ポイント表に次々と適用規格

を追加することに繋がった可能性は否定できない。 
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3 過去に行われていた本件不適切行為への安易な依拠 

 

 上記第 5 の 3(3)のとおり、JIS 規格の変更に伴う顧客への規格変更の申入れを行い断ら

れた後、既に作成されていたポイント表に、数多くの適用規格(頁数)が追加された可能性

が高い。また、適用規格(頁数)の追加を止めた後も、同じ規格であることなどを理由に、

その妥当性が改めて検討されることなく、安易に対象顧客が追加されている。 

 これらの判断は、｢以前から行われているから｣｢これまで特にクレームも来ていない｣と

いう理由の下、本件不適切行為の継続を安易に認め、本件不適切行為の拡大へと繋がった

と認められる。このように、過去に実例があることや、支障が生じていないことを理由

に、本件不適切行為を継続したことは、上記第 5 の 2 記載のように、社内規程の制定改廃

において、外部から指摘を受けない限り積極的な見直しを行わなかったことにも相通ずる

ものがあると思われる。 

 その結果として、三菱伸銅では、不適合品の減少のために必要な、自らの工程能力改善

の機会をも失っていた可能性がある。すなわち、ポイント表は、あらかじめ定めた規格の

製品検査の一部の項目について、不適合品対策書を作成することなく、規格に適合するよ

う検査記録のデータを書き換えることを認めるものである。不適合品対策書が作成された

場合、社内特採の判断とは別に、朝会で不適合の内容が多くの関係者に周知される上、当

該不適合品対策書が製造部担当各課に回付されることにより、同課によって、再発防止の

ための改善策が検討される。しかしながら、ポイント表によって規格に適合するよう検査

記録のデータが書き換えられた場合、製造工程の改善のきっかけとすべき個々の不適合事

案の発生が、その都度製造部担当各課に伝えられず、再発防止のための改善策の検討も行

われないままとなっていたと認められる。 

 

4 製品検査での不適合による損失回避 

 

 上記第 4 の 2(2)のとおり、朝会後協議の場において、屑処分とすることへの抵抗感か

ら、より広く社内特採が選択されていた可能性がある。 

 そもそも、製品検査は、製品として完成した段階で行われるものであり、当該時点で検

査不合格となった場合には、それまで工程検査を行いながら慎重に進めてきた製造工程を

無にすることとなりかねない。 

 しかも、本件不適切行為の対象となった伸銅品は、異形条などと比べて、1 つ 1 つの製

品規模が大きいため、ある製品検査において不合格となった場合に、マスターコイル全て

を屑処分としなければならず、損失が大きい。そのため、このような損失を生じさせるこ

とになる屑処分という判断に抵抗感を抱いた可能性は高い。現に、朝会後協議の場におい

て、製造工程を担当していた製造部課長から、社内特採としてもらいたいとの意向が示さ

れたことがあった旨供述している者もいる。また、異形条の製品検査を担当していた者の
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中には、異形条の場合は、製品規模が小さく、屑処分への抵抗感も弱かった旨供述してい

る者もいる。 

 

5 監査手続きの形骸化 

 

 上記第 5 の 4 のとおり、品質保証課の製品検査は、複数の監査の対象となっていた。そ

れにもかかわらず、検査記録のデータの書換えが指摘された形跡は見当たらなかった。 

 この点、上記第 4 の 2(4)のとおり、不適合品管理規程においては、｢顧客または品質保

証部課長の承認が得られた場合｣には不適合のままの状態で出荷できる旨が明記されてい

るほか、ポイント表は、コード表の一部として規格データに登録されていた上、機械検査

室にも複数備え付けられ、その存在が特段隠されてもいなかった。また、朝会後協議にお

ける社内特採の判断についても、不適合品対策書に｢●／● 朝会 社内特採｣などと記載

されており、当該判断がなされたことが特段隠されてもいなかった。 

 内部監査において、コード表まで網羅して規程類の内容を精査したり、個々の不適合品

対策書を確認していれば、本件不適切行為に気づくことができた可能性は高かったと認め

られ、これまでに行われていた監査手続が、形式的な確認にとどまり、実質的なチェック

機能を果たしていなかったと考えられる。また、監査対応において、明確な隠蔽行為が

あったとまで認定できる事実は確認されていないものの、不適合品対策書の記入済みサン

プルや｢材料試験書｣のサンプル抽出等、監査対応の準備が監査対象部署に委ねられていた

ことも、本件不適切行為の発覚を遅らせた一因であると考えられる。 

 

第 7 再発防止策 

 

1 顧客との約束を守るという意識の全社的徹底 

 

 本件不適切行為が生じた背景には、｢伸銅品として必要と考える性能を維持しつつ、製

品を出荷する｣ことが優先され、｢顧客との約束を守る｣という、事業者にとって最も基本

的な考え方がおろそかにされていたことが挙げられる。 

 あらゆる取引は、取引相手が約束を守ると取引相手を信頼し、取引相手として信頼され

ることによって成り立つものであり、事業者において、｢顧客との間で取り交わされた約

束(仕様)は守らなければならない｣というのは、若松製作所だけでなく三菱伸銅全体とし

ても当然の命題である。 

 下記で述べる個々の再発防止策を実効性のあるものにするためにも、まずは三菱伸銅に

おける全ての役職員の間で、今一度、｢顧客との約束を守る｣というこの基本的な意識を徹

底させる必要がある。 
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2 工程能力を踏まえた受注体制確保と、時宜に応じた規格見直しの協議 

 

 三菱伸銅において、ある規格の製品の製造を受注する以上、当該製品を継続的に製造す

ることが可能な体制が確保されていることが不可欠である。自らの工程能力を超えた無理

な受注体制は、その後の大幅な歩留まり低下など、売上以上の損失の拡大に繋がりかねな

い。顧客の望む製品を、確実に製造、納品することができるようにするためにも、自らの

工程能力を適確に把握し、それに見合った受注体制を確保することが必要である。 

 また、一旦受注した後であっても、外部環境の変化等様々な要因により、自らの工程能

力では受注体制を確保できないことが判明した場合あるいはその可能性が判明した場合に

は、冷静かつ迅速に事態を把握し、必要な規格見直しの協議を顧客との間で行うことをた

めらうべきではない。若松製作所が、顧客との取引力の相違等を言い訳にすることなく、

技術的にもビジネス的にも説得力のある見直し提案をできるようにするために、必要に応

じて、本社がこれを後押しする体制の強化も行うべきと考える。 

 

3 担当者に対するコンプライアンス・品質保証教育の推進 

 

 上記第 4 の 1(3)のとおり、現場の検査員の多くは、ポイント表をいわば｢所与のもの｣と

認識し、また、社内特採もそれが不適切な行為であるとの意識が希薄であったと認められ

る。確かにこうした形で不適切な行為がルーティン化することにより、それに従うことに

対する抵抗感が希薄になった面は否めないと考えられる。しかしながら、実際に所定の検

査方法で測定した数値につき、規格値から逸脱していたことを理由に、規格に適合するよ

う報告値を書き換え、それにより、不適合品とされるべき製品を出荷できるようにしたこ

ともまた事実であり、かかる行為を行いながらそれを不適切と捉える意識が希薄であった

とすれば、そのこと自体が、三菱伸銅において、コンプライアンス・品質保証教育が十分

ではなかったことの証左であると見るべきである。 

 三菱伸銅では、製品検査に従事する者には、検査のために必要な一定の技術や能力を求

めるとして、毎年、検査員登用及び継続の可否を判断する社内試験を行うなど、厳格な任

命手続を行っていた。しかしながら、そもそも技術や能力以前の問題として、上記のよう

に、｢所与のもの｣との認識や、｢主任(班長)の指示｣であることを理由に、本件不適切行為

に対して疑問を持つことができなかった点では、定められた規格に適合する製品であるこ

とを保証する、という根本的な品質保証面についてのコンプライアンス意識が不十分で

あったと言わざるを得ない。 

 今後は、任命手続の内容そのものの見直しを含め、実効性のある適切なコンプライアン

ス・品質保証教育を施し、製品検査に従事する検査員に、出荷前のいわば｢最後の砦｣とし

ての強い自覚と誇りを醸成させる必要がある。 
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4 人為的な操作を介在させない検査・入力システム導入 

 

 上記第 3 の 4(2)のとおり、若松製作所における製品検査の実施方法は、一次的には手書

きで材料試験書に検査結果を記載の上、二次的に、検査システムに材料試験書に記載され

た数値を実測値として入力し、本件不適切行為のような場合には、更に報告値を入力する

ものであり、いずれの段階でも、人為的に数値を書き換えることが容易にできる仕組みで

あった。 

 本来、試験方法の適正さが確保される限りは、検査記録のデータを修正する必要がある

場面自体、生じないはずであり、このような態様での本件不適切行為がなされた以上、製

品検査の結果得られた数値がそのまま自動的に登録されるなど、人為的な操作が介在しな

い形での検査・入力システムを導入すべきである。 

 

5 より深度のある実質的な監査の実施 

 

 上記第 5 の 4 のとおり、これまで三菱伸銅において行われてきた内部監査では、｢材料

試験書｣や不適合品対策書の現物までは確認しなかった、又は確認したとしても、監査対

応部署にその抽出を任せていた。上記第 4 の 1(1)記載のとおり、本件不適切行為では、

｢材料試験書｣に｢検査ポイント有 厳守｣と記載されていたことや、｢材料試験書｣及び不適

合品対策書に｢社内特採｣との文言が記載され、規格に適合しない数値まで記載されていた

ことからすれば、これらの書類を、監査側の判断に基づいて確認していれば、ポイント表

の存在や社内特採の処理といった、本件不適切行為の一端をより早期に把握することがで

きた可能性も否定できない。 

 今後の監査においては、検査員が実際に記載した｢生の｣書類の確認や、監査側による、

いわゆる抜き打ちでの書類確認を確認し、不審な処理の有無を検証するなど、より深度の

ある監査が行われるよう、現在の監査手続を検証した上、必要な見直しをすべきである。

また、そうした監査を可能にするための監査スタッフの配置も確保される必要がある。 

 

 

以 上 

 



 

 

2017年 12月 27日 

三菱マテリアル株式会社 

特別調査委員会 御中  

三菱電線工業株式会社 

調査委員会委員長 坂本 耕治 

 

 

（ご報告）中間調査報告書提出の件 

 

弊社箕島製作所におけるシール製品等の品質管理体制の実態等について、西村あさ

ひ法律事務所に調査及び検討を依頼しておりましたが、本日付で同事務所より中間調

査報告書を受領しました。 

 

 つきましては、これを弊社調査委員会の中間報告書として、当社取締役会に提出す

るとともに、別紙資料のとおり貴委員会に提出いたします。 

 

以 上 

別　紙　２



三菱電線工業株式会社 調査委員会 御中 

 
2017年 12月 27日 

 

中 間 調 査 報 告 書 
(箕島製作所におけるシール製品等の品質管理体制の実態について) 

 

西村あさひ法律事務所 

弁護士 渋 谷   卓 司 

 

同   中 山  龍 太 郎 

 

同   松 村   英 寿 

 

同   勝 部     純 

 

同   沼 田   知 之 

 

同   鈴 木   悠 介 

 

同   北 住   敏 樹 

 

同   國 本   英 資 

 

同   西 田   朝 輝 

 

同   河 西   智 之 

 

 本中間報告書は、三菱電線株式会社(以下｢MCI｣といいます。)が設置した調査委員会(以

下｢MCI 調査委員会｣といいます。)からの委託を受け、当職らが実施中の調査(以下｢本件調

査｣といいます。)について、その中間報告を行うものです。 

 なお、本中間報告書は、与えられた時間及び条件の下において、可能な限り適切と考え

られる調査、分析等を行った結果をまとめたものでありますが、今後の調査において新た

な事実等が判明した場合には、最終報告の時点ではその結論等が変わる可能性がありま

す。また、本中間報告書は、裁判所その他の関係当局等の判断を保証するものではない点

にもご留意ください。 
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第 1 本件調査に至る経緯・調査目的 

 

 MCI は、2016 年 12 月に実施された、親会社である三菱マテリアル株式会社(以下｢MMC｣

という。)による品質監査を契機に、2017 年 2 月、MCI の箕島製作所(以下｢箕島製作所｣と

いう。)の品質保証室(以下｢品質保証室｣という。)検査グループ(以下｢検査グループ｣とい

う。)においてシール製品の寸法及び材料特性の測定値を、顧客の規格値(以下｢顧客規格

値｣という。)又は社内の仕様値(以下｢社内仕様値｣といい、顧客規格値と社内仕様値を総

称して｢仕様値｣という。)の範囲内に書き換える等の不適切な行為(以下｢本件不適切行為｣

という。)により、過去に製造販売した製品の一部について仕様値を逸脱した製品(以下、

仕様値を逸脱することを｢仕様不適合｣といい、仕様不適合の製品を｢不適合品｣という。)

が出荷されていた事実が判明した。本件不適切行為については、同年 3 月、品質保証室か

ら MCI の経営層に報告され、同年 5 月、MCI は、社内の対策チームとして品質改善プロ

ジェクト(以下｢品質改善プロジェクト｣という。)を立ち上げ、事実関係についての確認、

不適合品の特定、安全性確保等の検討を開始した。 

 MCI は、事態の重大性に鑑み、2017 年 11 月 13 日、本件不適切行為等に関する事実関係

を調査し、原因・背景の究明を行うことを目的とした MCI 調査委員会を立ち上げ、同月 23

日、本件不適切行為について公表した。 

 MCI 調査委員会は、客観的かつ中立的な立場から徹底的な調査を実施する必要があると

判断し、当職らに以下の事項を目的とする調査及び検討を依頼した。 

 

① 箕島製作所におけるシール製品等の品質管理体制の実態に係る調査 

② 2016 年 12 月に MMC が MCI の品質監査を実施して以降の MCI の対応状況に係る調

査 

③ 上記①及び②の事実調査の結果判明した事実における原因・背景事情の分析 

④ 上記③の分析を踏まえた再発防止策の提言 

 

 本中間報告書は、主に、箕島製作所におけるシール製品等の品質管理体制の状況、本件

不適切行為を含む、箕島製作所における品質管理上の不適切行為の状況、及び、2016 年

12 月に MMC が MCI の品質監査を実施して以降の MCI の対応状況に関する事実関係につい

て、下記第 2・5 記載の基準日現在までに調査・検討した結果を内容とする中間報告であ

る。 

 これら品質管理上の不適切行為及び上記対応状況の発生原因及び問題点の調査分析並び

にこれを踏まえた再発防止策の提言については、今後更に調査分析・検討を進めた上、最

終報告を行うことを予定している。 
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第 2 本件調査の経過等 

 

1 本件調査の概要及び調査体制 

 

 上記第 1の経緯を踏まえ、当職らは、以下の①～③の調査を実施した。 

 

① 関係資料の精査 

② 関係者が保有するメールデータ等のデジタル・フォレンジック調査 

③ 関係者に対するヒアリング調査 

 

 本件調査は、MCI と利害関係を有しない、西村あさひ法律事務所に所属する弁護士渋谷

卓司ほか 9 名が担当した。また、本件調査には、当職らの指示統括の下、専門のフォレン

ジックベンダーを調査補助者として起用した。 

 当職らは、当該フォレンジックベンダーに対し、必要かつ可能な範囲で、MCI のファイ

ルサーバ上に保存された共有ファイル、並びに関係者が MCI から貸与を受けている個人用

パソコン・携帯電話及び MCI のメールサーバ等に保存されていた電子メールデータについ

て、その回収作業、当職らの指示に基づくデータの絞り込み作業及び一次データレビュー

の実施を依頼した。 

 なお、シール製品に関する不適切行為の調査の過程で、箕島製作所で製造されている極

細平角線1(以下｢メクセル｣という。)にも、シール製品で見られたものと同様の不適切行為

が存在する可能性があることが判明したことから、メクセルについても、下記 2 の関係資

料の精査及び下記 4 の関係者のヒアリング調査を実施するとともに、同じく箕島製作所で

製造されている電波吸収体についても、下記 2 の関係資料の精査及び下記 4 の関係者のヒ

アリング調査を実施した。 

 

2 関係資料の精査 

 

 当職らは、MCI に現存する、箕島製作所におけるシール製品等の品質管理体制の実態に

関係する資料(品質管理に関する諸規程、検査記録、品質関連の会議体資料等)を収集し、

その内容を精査・検証した。 

 

3 デジタル・フォレンジック調査の実施状況等 

 

 上記 1 記載のとおり、当職らは、必要かつ可能な範囲で、MCI のファイルサーバ上に保

                             
1  絶縁皮膜に覆われたマグネットワイヤであり、主に電子機器のインダクタ用コイルとして用いられ

る製品である。MCIでは、｢MEXCEL(メクセル)｣という商品名が付されている。 
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存された共有ファイルについてデータを保全し、また、箕島製作所におけるシール事業に

関係している又は過去に関係していた MCI の役職員合計 40 名を対象として MCI から貸与

を受けている個人用パソコン・携帯電話及び MCI のメールサーバ等に保存されていた電子

メールデータについてデータを保全した。 

 本件調査の時間的制約により、保全したデータに合理的限定を加える必要があることか

ら、当職らは、2016 年 12 月 1 日から 2017 年 11 月 30 日までを対象期間として、キーワー

ドを用いた検索によってデータを抽出することとした。下記 5 記載の基準日までに抽出が

完了したデータにつき、上記 1 のフォレンジックベンダーによる一次データレビュー及び

当職らによる二次データレビューを実施し、本中間報告書の基礎資料とした。 

 

4 ヒアリング調査の実施状況等 

 

 当職らは、箕島製作所におけるシール製品等の品質管理体制の実態、2016 年 12 月以降

の対応状況等を明らかにするため、下記 5 記載の基準日現在までに、MCI の役職員及び

MCI の元役員合計 52 名に対し、ヒアリング調査を実施した。なお、一部のヒアリング対象

者については、複数回ヒアリング調査を実施した。 

 

5 本件調査の基準日 

 

 本件調査は、2017 年 11 月 13 日に開始した。本件調査の中間報告のための基準日(以下

｢基準日｣という。)は、2017 年 12 月 22 日であり、下記の記載は、基準日までに判明した

事実関係、検証結果等をまとめたものである。 

 

第 3 箕島製作所の概要 

 

1 箕島製作所の事業内容、取扱製品等 

 

 箕島製作所は、1943 年に航空機用の電線を製造する工場として操業を開始し、1958 年

に防衛庁向けの航空機用 O リングの製造を開始して以降、シール製品の生産拠点として、

航空・宇宙、自動車部品、油・空圧、半導体等の様々な分野向けのシール製品を製造して

いる。現在は、シール製品の他、メクセルや電波吸収体等の製品の製造も行われている。 

 なお、シールとは、機械や装置において、液体や気体の外部への漏れや雨水、埃などの

異物が内部に侵入することを防ぐ部品や素材の総称をいい、機械の性能維持に重要な役割

を果たしている。シールは、ゴム、金属、樹脂を原料として用いられ、これらを複合して

製造されるシール製品もある。現在、最も数多く使用されているシールは、O リングであ

り、用途により、原料、大きさは様々である。 
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2 箕島製作所の組織、業務分掌等 

 

 箕島製作所は、MCI の組織上、高機能部品(シール)事業部の下に置かれ、シール製品、

電波吸収体等の製造を所管している2。箕島製作所の下には、業務部、技術開発部(以下｢技

術開発部｣という。)、製造部(以下｢製造部｣という。)及び品質保証室が置かれており、

シール製品の開発、製造及び検査に携わっている技術開発部、製造部及び品質保証室の主

な業務内容は以下のとおりである。 

 技術開発部は、箕島製作所が所管する製品の生産技術、設備管理及び環境管理に関する

事項を主な業務内容とし、第一グループ3、第二グループ4及び第三グループ5に分かれてい

る。 

 製造部は、箕島製作所が所管する製品の生産技術・製造に関する事項を主な業務内容と

し、第一製造課6、第二製造課7、第三製造課8及び生産技術課(以下｢生産技術課｣という。)9

に分かれている。 

 品質保証室は、高機能部品(シール)事業部が所管する製品の品質保証及び安全保障貿易

規制物質等の技術審査に関する事項並びに箕島製作所の所管する製品の検査に関する事項

を主な業務内容とする。品質保証室の下には、箕島製作所が所管する製品の検査を担当す

る部署である検査グループ及び箕島製作所が所管する製品の品質保証を担当する部署であ

る品質保証グループ(以下｢品質保証グループ｣という。)が置かれている。検査グループ

は、検査第 1 区(以下｢検査第 1 区｣という。)10と検査第 2 区(以下｢検査第 2 区｣という。)11

                             
2  メクセルについては、箕島製作所で製造されているが、MCI の組織上は、高機能部品(シール)事業

部メクセル事業室(以下｢メクセル事業室｣という。)がメクセルの開発及び製造を所管しており、箕

島製作所の所管事業ではない。なお、メクセルの検査業務については検査グループに委託されてい

る。 

3  技術開発部第一グループは、ゴム製品の材料配合に関する開発及び安全保障貿易規制物質等の技術

に関する事項を所管している。 

4  技術開発部第二グループは、ゴム製品の開発・設計・機能評価試験及び電波吸収体の開発に関する

事項を所管している。 

5  技術開発部第三グループは、樹脂製品及び金属製品の開発・設計並びに自動車向け複合製品の開

発・設計に関する事項を所管している。 

6  製造部第一製造課は、箕島製作所におけるゴムを主材料とする製品の製造及び金型設計監理に関す

る事項を所管している。 

7  製造部第二製造課は、箕島製作所におけるゴムを主材料とする一部の製品の製造に関する事項を所

管している。 

8  製造部第三製造課は、箕島製作所における樹脂及び金属を主材料とする製品の製造に関する事項を

所管している。 

9  生産技術課は、箕島製作所が所管する製品の生産技術、設備管理及び環境管理に関する事項を所管

している。 

10  検査第 1 区は、主に、原材料の受入検査、完成品及び半製品の特性検査並びにゴムを主材料とする

製品及びメクセルの完成品検査に関する事項を所管している。 



- 8 - 

に分かれている。 

 

3 シール製品の受注から出荷に到る業務フロー 

 

(1) 受注・設計 

 

ア 新規製品の受注・設計 

 

 MCI の営業グループ(以下｢営業グループ｣という。)が顧客からの引き合いを取得する

と、製造部に対し見積書を作成するよう依頼し、製造部は、これまで製造したことがな

く、また、過去に製造した類似品と比較しても製造の可否について判断できないような新

規製品の場合、技術開発部に検討を依頼する。技術開発部において製造が可能であるとの

見込みが立ち、顧客から正式に見積書作成依頼がなされると、営業グループは、技術開発

部が作成した見積書に基づき、顧客と交渉を行い、受注が決定される。 

 受注が正式に決定すると、顧客から技術連絡書が MCI に送付され、技術開発部は、顧客

との間で、技術連絡書に記載された公差や材料の性質に関する議論を行い、仕様の調整を

行う。顧客と合意した仕様は、技術連絡書への追記や打合せ議事録等により記録される。 

 仕様の調整が完了すると、技術開発部は、新規製品の金型設計、社内用の設計書の作成

を行った後、新規製品の試作を行い、量産の可否を検証する。 

 なお、技術開発部では、製品開発の観点から、製品を 3 つのカテゴリー(A・B・C)に分

類していた。カテゴリーA には類似製品の実績があり開発が不要と判断できるもので、設

計が技術開発部の設計担当者及び(又は)主席部員(MCI における課長職である。以下同

じ。)だけで可能な製品、カテゴリーB には契約前の確認試作等、顧客又は関連部署との事

前調整が必要な製品、カテゴリーC には、新規引き合い、設計変更、工程変更において、

新材料、新設計、新製法、新設備のいずれかの開発要素を伴う製品、顧客仕様に｢重要部

品｣と指定のある製品、又はカテゴリーA、B であっても、リピート品で受注金額の大きい

製品(月 500 万円以上の売上)が分類される。カテゴリーC に分類された製品については、

試作段階から要所でデザイン・レビュー(Design Review、以下｢DR｣という。)が実施され

る。また、量産が可能か否かを検証するため、品質保証室、生産技術課などの関係部署に

よって、設計の審査も実施される。そして、最終的には全体 DR を経た上で、量産を開始

するなど、部署間で入念な調整が必要となる。 

 

                                                                                  
11  検査第 2 区は、主に、外注品の受入検査並びに樹脂及び金属を主材料とする製品、半導体関連のゴ

ムを主材料とする製品及び電波吸収体の完成品検査に関する事項を所管している。 
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イ 類似品の受注・設計 

 

 製造部は、営業グループが取得した引き合いを検証し、これまで製造したことがある製

品や、過去に製造した製品に類似している製品の場合は、技術開発部に依頼することな

く、見積書を作成する。そして、受注が正式に決定した後、試作は実施せず、以前製造し

た製品や類似品の金型を用いて量産を開始する。 

 

(2) 製造工程 

 

ア 生産スケジュールの決定 

 

 箕島製作所業務部生産管理課(以下｢生産管理課｣という。)は、営業グループにより入力

された注文情報に基づき、各製品の納期を考慮しつつ、どの製品をいつまでに製造するの

かを決定し、生産スケジュールを組み立て、製造予定表を作成する。その後、原材料の在

庫状況等に鑑み、必要な原材料を購入し、製造部の配合工程に送る。 

 

イ 製造 

 

 以下、ゴム製のシール製品を念頭に製造工程のフローを説明する。 

 まず、配合工程において、原料ゴムと薬品を秤量し、混合工程において量り取った原料

ゴムと薬品を混練機器に投入し、混ぜ合わせる。混合工程を経たゴムの塊(以下｢コンパウ

ンド｣という。)を、予備成形工程において、リング状やチップ状など、金型に投入しやす

い形状に加工する。そして、プレス工程において、予備成形された未加硫ゴム12を金型に

投入し、熱と圧力をかけることにより原料ゴムと薬品とを反応させ、ゴム弾性等の特性を

持った製品形状に成形する。その後、仕上げ工程において製品以外の部分、すなわちバリ

を除去して完成品に仕上げる。なお、製品によってはプレス工程のみでは加硫が完結しな

いものがあるため、このような製品については、仕上げ工程後に二次加硫を行い、加硫を

完結させる。 

 

(3) 検査工程・出荷 

 

 以下、ゴム製のシール製品を念頭に検査工程及び出荷までのフローを説明する。 

 

                             
12  加硫とは、生ゴムに硫黄を混ぜて加熱し、目的に応じた弾性を持つゴムを製造する操作をいう。 
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ア 検査の種類及び出荷までのフロー 

 

 箕島製作所で製造される製品については、全製造工程が完了していない段階の品物(以

下｢半製品｣という。)を対象に行う中間検査と、全製造工程が完了した段階の完成品を対

象に行う完成品検査が行われる。 

 各製品についてどの検査が実施されるか、また検査においてどの項目を測定するのか

は、製品ごとに作成される検査指図書13において指定されている。 

 検査の結果不合格と判断された品物(以下｢不合格品｣といい、検査の結果合格と判断さ

れた品物を｢合格品｣という。)については、下記 4 記載のとおり、廃却されるか、修理の

上再検査が実施されるか、又は再審申請が行われる。 

 完成品検査に合格した製品については、庫入れされた後、生産管理課によって、納期に

応じて出荷されることになる。 

 

イ 検査内容の説明 

 

 本件不適切行為の対象となった検査は、①半製品を対象に行う中間検査のうちの(i)

バッチ検査及び(ii)品質管理試験、並びに②完成品を対象に行う完成品検査のうちの(i)

ロット検査、(ii)品質管理試験及び(iii)寸法検査である。また、バッチ検査、ロット検

査及び品質管理試験はいずれも半製品(コンパウンド)又は完成品の特性に関する検査(以

下｢特性検査｣という。)である。以下、これらの検査の内容について説明する。 

 

(ｱ) バッチ検査 

 

 バッチ検査は、全てのコンパウンドを対象に実施される。 

 バッチ検査は、原材料の配合に間違いがなく、混合作業が適切に実施されたか否かを確

認する目的で、原材料を配合及び混合した後の材料(コンパウンド)の特性を検査するもの

である。バッチ検査は、原材料を配合及び混合した後のコンパウンド(1 回の混合作業で作

成されるコンパウンドを｢バッチ｣という。)から抽出された試験片を用いて行われる。主

に、コンパウンドの比重、硬度、引張強さ、伸び、モジュラスなどといった項目につい

て、検査が実施される。 

 

(ｲ) ロット検査 

 

 ロット検査は、顧客との取り決めや公共規格により実施が要求されている製品のみを対

                             
13  検査指図書は、検査グループのスタッフが、技術開発部の作成した設計書等を基に作成している。 



- 11 - 

象に実施される。 

 ロット検査は、バッチ検査同様に特性を確認するために行われるものであるが、原則と

して完成品を用いて行われる14。ロット検査は、1 ロット(原則として、同一のプレス機及

び金型で、その日 1 日に製造される完成品を 1 ロットと数えるが、製品によっては設計書

において、ロットについて異なる定め方がなされる場合もある。)毎にサンプルとして抽

出された完成品又は試験片を対象に実施される。検査項目は、顧客との取り決めや公共規

格により決められており、主に、コンパウンドの比重、硬度、引張強さ、伸び、圧縮永久

歪などといった項目について、検査が実施される。 

 

(ｳ) 品質管理試験 

 

 品質管理試験は、顧客との取り決めや公共規格により実施が要求されている製品のみを

対象に実施される。 

 バッチ検査やロット検査は、それぞれ混合作業毎又は製造ロット毎に実施されるもので

あるが、品質管理試験は、数か月から 3 年といった定められた周期で特性を測定する試験

であり、定められた期間における製品の特性を保証するために行われる。品質管理試験

は、コンパウンドから抽出された試験片又は完成品を用いて行われる。検査項目は顧客と

の取り決めや公共規格により実施が要求されている項目であり、バッチ検査やロット検査

よりも広範な項目について確認することが求められている。 

 

(ｴ) 寸法検査 

 

 寸法検査は、製品の形状、構造及び寸法が要求される基準に合致することを確認するた

めの検査である。 

 寸法検査は全数を対象に実施されるのではなく、1 ロット毎に、顧客と取り決めた仕様

や公共規格に基づいた数のサンプルが抽出され実施されている。寸法検査では、測定器を

用いて、製品の外径、厚み、高さなど、検査指図書で指示された箇所・内容の寸法を計測

する。 

 

4 不適合品が発生した場合の正規の業務フロー 

 

(1) 不適合品が発生した場合の処置 

 

 MCI においては、全社的品質管理を実施する際の基本的実施事項を示した全社的品質管

                             
14  例外的に、コンパウンドから抽出された試験片を用いてロット検査が行われる場合もある。 
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理規程を受け、社内規則として製品検査規則が定められており、かかる社内規則の規定を

受け、箕島製作所においては、製品の検査手続に関して定める業務処理基準や不適合品の

処置の手続に関して定める業務処理基準が定められている。 

 これらの業務処理基準によると、中間検査において特性に関する不合格品が生じた場合

は、検査員が再検査を行い、再検査でも不合格になった場合には、検査グループの主席部

員に報告した後、製造課に通知するとされている。 

 また、完成品検査において不合格品が生じた場合は、①外観検査や寸法検査での不合格

である場合は、不合格品は、(i)検査員が廃却し又は補修可能なもの等について製造課に

返却するか(全数検査の場合)、(ii)ロット全体を不合格として製造課に返却する(抜取検

査の場合)ものとされており、また、②特性に関する検査での不合格である場合は、検査

員が再検査を行い、再検査でも不合格になった場合には、検査グループの主席部員に報告

した後、製造課に通知し、対象ロットを廃却するものとされている。 

 また、下記(2)のとおり、中間検査又は完成品検査で不合格品が生じた場合、製造課長

又は生産管理課長は、所定の手続に従って再審申請を行うことができるとされている。

もっとも、中間検査で不合格が生じた場合に再審申請を行うことができるのは、完成品の

品質に重要な影響を与えないと製造課長又は生産管理課長が考える場合であるとされてい

る。 

 

(2) 再審手続 

 

 検査の結果不合格品が生じた場合、当該不合格品について、その欠陥に対する是正措置

を確認し、その欠陥に対する判定を行う手続として、再審手続が定められている。 

 再審の具体的手続を定める箕島製作所の業務処理基準によれば、再審手続は、完成品の

場合には、｢不適合内容について、技術的、品質的検討が必要な場合｣、半製品の場合に

は、｢完成品の品質に重要な影響を与えないが仕様(設計書の規定)に適合しない場合｣にお

いて、製造課長又は生産管理課長が、是正内容の判断を仰ぐため、申請により開始するこ

とができるとされている。 

 事前審査の対象となる不合格品は、原則として、検査グループにより不合格品と判定さ

れ、製造課又は生産管理課等により再審申請された全ての不合格品である15。 

                             
15  ただし、製品の再加工等の処理については再審の対象外とされており、また、防衛省向け製品のう

ち、①設計変更により使用不適となったもの、及び②標準品(規格品)も再審の対象外とされてい

る。このうち後者の防衛省向け製品に関する再審対象除外規定は、2017 年 7 月 3 日付けの業務処理

基準の改定により新たに追加されたものであり、それ以前はかかる定めはなかった。 
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 そして、事前審査員16は、以下の判定基準に基づき審査を行い、①｢現状のまま使用せよ

17｣、②｢修理(再加工)の上使用せよ｣、③｢廃却せよ｣、④｢顧客への再審申請｣又は⑤｢再審

委員会(上部機関)18での審議｣のいずれかを判定することとされている。なお、技術開発部

は、かかる処置判断に先立ち、｢設計権限の有無｣及び｢顧客品質基準からの逸脱有無｣をレ

ビューすることとされ、顧客品質基準からの逸脱がある場合には、①｢現状のまま使用せ

よ｣との判定をすることができないとされている19。 

 

a. 顧客の要求品質基準を満足するが MCI の品質基準に合致しない場合、及び顧客の

要求はないが MCIの品質基準に合致しない場合 

(a) 製造・機能面で問題がないか 

(b) 修理方法が予め定められており、修理後の品質が顧客の要求基準を満足する

か 

b. 顧客の要求品質基準を満足せず、廃却以外の処置を行いたい場合 

(a) 事前審査委員は、再審委員会を経ずに顧客への再審を申請する 

(b) 再審委員会に提出する(最終的には顧客の承認が必要) 

 

 事前審査員が再審委員会による審査が必要と判断した場合、さらに再審委員会の審査、

顧客の再審審査を経て不合格品の処置が決定されることとなり、再審委員会によって、①

｢現状のまま使用せよ｣、②｢修理(再加工)の上使用せよ｣、③｢廃却せよ｣、④｢顧客への再

審申請｣のいずれかの処置が決定されるものとされている。 

 なお、製品が顧客設計に基づいて製造される場合、又は不適合が契約要求事項から外れ

ている場合は、必ず顧客へ再審申請することとされている。 

 このように、箕島製作所の業務処理基準上、顧客の要求事項を満たさない不合格品につ

いては、出荷するためには必ず顧客の承認を得なければならず、社内の再審手続(以下｢社

内再審｣という。)のみで特別採用品として出荷することはできないこととされている。 

 

                             
16  現在の業務処理基準においては、事前審査員は、技術開発部長及び同主席部員又は同主席部員が指

名した者と、品質保証グループ主席部員及び品質保証室長とで構成されるとされており、事前審査

の判断には技術開発部長及び品質保証室長の決裁が必要とされている。他方、2017 年 7 月 3 日付け

で業務処理基準が改定される前は、事前審査員は、技術開発部主席部員又は同主席部員が指名した

者と、品質保証グループ主席部員の 2 名で構成されるとされており、事前審査の判断には技術開発

部主席部員及び品質保証グループ主席部員の決裁しか求められていなかった。 

17  合格品と同等に扱われる。 

18  再審委員会は、品質保証室の代表による委員(室長又は代理)、技術開発部の代表による委員(部長又

は代理)及び監督官等(防衛省の契約品の場合)によって構成されるとされている。 

19  この規定は、2017 年 7 月 3 日付けの業務要領改定により新たに追加されたものであり、それ以前は

かかる定めはなかった。 
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第 4 本件調査の結果判明した箕島製作所における品質管理上の不適切行為について 

 

1 検査に関する改ざん行為等 

 

(1) 本件リストを用いた試験データの書換え 

 

ア 行為態様 

 

 箕島製作所では、｢シルバーリスト｣20と呼ばれるリスト(以下｢本件リスト｣という。)が

存在しており、本件リストには、上記第 3・3(3)記載のバッチ検査、ロット検査、品質管

理試験及び寸法検査について、仕様不適合であっても合格品として扱うことが許容される

許容値が記載されていた。 

 箕島製作所では、上記第 3・3(3)記載のバッチ検査、ロット検査及び寸法検査におい

て、仕様不適合が検出された場合であっても、当該製品が本件リストに掲載されており、

実測値が本件リストに記載された許容値の範囲内である場合は、検査グループの検査担当

者が、検査結果を仕様値の範囲内に書き換え、不適合品を合格品として扱っていた。ま

た、上記第 3・3(3)記載の品質管理試験において、仕様不適合が検出された場合であって

も、当該製品が本件リストに掲載されている場合は、検査グループの検査担当者が、試験

データを仕様値の範囲内に書き換え、当該製品に関する全ての品質管理試験項目について

合格として扱っていた。 

 本件リストは、エクセルファイルの形態で検査グループの従業員が閲覧できる共有フォ

ルダ内に保存されていた。 

 また、下記第 5・6 で述べるとおり、2017 年 2 月に本件リストの存在が判明した際、品

質保証室長の指示によって寸法検査及び特性検査について試験データの書換えがなされて

いる件数がまとめられたが、その際の集計結果によれば、寸法検査については、過去 2 年

間で製造実績がある本件リスト掲載製品の件数が合計 570 件であり、他方、特性検査につ

いては、本件リストに掲載されている材料配合の件数が、バッチ検査につき 132 件、ロッ

ト検査につき 17件、及び品質管理試験につき 95件であった。 

 

 ヒアリング結果によれば、検査第 1 区及び検査第 2 区において、様々な産業分野向けの

ゴムを主材料とするシール製品やゴム、樹脂及び金属の複合品のシール製品について、本

件リストを用いた試験データの書換えが幅広く行われていた。 

 検査で仕様不適合の数値が計測された場合、現場の検査担当者(多くはパート社員であ

る。)から区長や検査場長等に対して報告され、区長や検査場長は本件リストを確認した

                             
20  ｢シルバーリスト｣という名称の由来は不明である。 
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上で、実測値が本件リストに記載された許容値の範囲内であれば、現場の検査担当者に、

仕様値の上限又は下限ぎりぎりの数値を成績書に記録するよう指示していた。 

 なお、寸法検査において仕様不適合の数値が検出された場合、現場の検査担当者は当該

数値を手書きでメモしていたが、試験データの書換えの指示が検査担当者に対してなされ

ると、当該手書きメモは廃棄され、成績書には仕様値の範囲内の数値が記録されていた。

そのため、かかる場合、実測値の記録は残らなかった。 

 これに対して、材料(コンパウンド)の特性検査(バッチ検査)については、書換前の実測

値が記録されている成績書が保管されていた。 

 

イ 本件リストの作成経緯・本件不適切行為の開始時期 

 

 ヒアリング結果によれば、箕島製作所では、その時期は明らかではないが、検査におい

て仕様不適合が検出された場合であっても、下記(2)ウ記載の社内再審や下記(2)エ記載の

関係部門による協議などを行い、不適合品について、合格品として扱うようになった。そ

の際、検査グループの検査担当者らは、合格の判断に関する情報(対象製品、仕様値、許

容値等)が記載された手書きのメモを作成したり、仕様不適合であるにもかかわらず合格

と判断された製品の検査における実測値が記載された手書きの成績書をファイルに綴じる

などしていた21。そして、その後、同じ製品の検査で仕様不適合が検出された場合、検査

担当者は、当該手書きのメモや成績書などを参照し、過去に合格と判断された数値の範囲

内であれば、下記(2)ウ記載の社内再審や下記(2)エ記載の関係部門による協議などを経る

ことなく、当該製品を合格品として扱っていた。 

 なお、寸法検査に関する本件リストには各製品ごとに｢確認日｣の欄が設けられていると

ころ、確認日欄には、各製品が新たに本件リストに登録された日付又は各製品について本

件リストに掲載されていた許容値が更新された日付が記載されている。｢確認日｣の箇所に

記載された年月日を集計すると、1996 年頃から、本件リストに新たな製品が登録される又

は本件リストの許容値が更新される件数が多くなっていったことが認められた22。 

 ヒアリング結果によれば、1999 年頃から 2005 年頃にかけて、紙媒体で管理されていた

許容値等の情報のうち寸法検査に関する情報が、ロータス・アプローチというソフトウェ

アを用いて電子ファイルに入力され、検査グループの従業員が閲覧できる共有フォルダ内

で保管された。 

 その後、箕島製作所において、ロータス・アプローチが利用できなくなることに伴い、

2009 年頃、それまで電子ファイルに入力されていなかった、バッチ検査、ロット検査及び

                             
21  ヒアリング結果によれば、当時は、当該成績書の綴じられたファイルを｢シルバーリスト｣と呼んで

いたとのことである。 

22  なお、その意味合いや信頼性については確認できていないが、確認日の箇所に｢1961 年｣と記載があ

るものも 1件存在した(その次に古い日付としては｢1974年｣のものが 1件存在した)。 
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品質管理試験に関する情報も含めてマイクロソフト・エクセルという表計算ソフトウェア

を用いて電子ファイルに入力されてエクセルファイル形式の本件リストが作成され、現在

の形態に至っている。 

 

ウ 上層部の認識 

 

 箕島製作所所長を務めた経験もある現高機能部品(シール)事業部副事業部長(以下｢シー

ル副事業部長｣という。)は、ヒアリングにおいて、2000 年頃、同人が箕島製作所の技術開

発部第二グループの主席部員であった当時、本件リストの存在までは認識していなかった

ものの、特性に関するバッチ検査において仕様不適合となる材料配合が存在するものの、

その問題は｢塩漬け｣、すなわち、解消されないままになっていたと認識していたと述べ、

また、その影響範囲は認識していなかったものの、かかる問題のある材料配合が存在する

結果、不適合品が顧客に対して出荷されていることは認識していた旨を述べた23。 

 また、箕島製作所では、箕島製作所の品質管理システムについて検討するため、箕島製

作所長も参加する品質管理委員会が開催されているところ、2006 年 3 月に実施された品質

管理委員会の議事録には、｢バッチアウト(シルバーリスト材料)の 13A9-70 ク(原文ママ)

について、何らかの理由をつけて顧客の規格値変更の承認を取れないか検討の事。｣、｢※

検査 G は、シルバーリスト材料のリストを作成し、技開 1G で是正検討を行うこと。｣との

記載がなされている。また、同年 5 月に実施された品質管理委員会の議事録には、｢バッ

チアウト(シルバーリスト)13A9-70 について、規格値変更等の是正できないか検討のこ

と。｣との記載がなされている。同年 3 月及び 5 月の品質管理委員会には、当時の箕島製

作所所長であったシール副事業部長も参加している24。 

 さらに、2013 年当時に取締役兼シール事業本部事業本部長を務めていた、前代表取締役

社長(以下｢前社長｣という。)は、ヒアリングにおいて、同年頃、本件リストについては明

確に認識していなかったものの、問題のある材料配合が存在することを、当時箕島製作所

長を務めていたシール副事業部長から聞いた旨を述べた。また、前社長は、問題のある材

料配合が存在する結果、試験データを顧客に提出する必要がある場合は試験データが書き

換えられているであろうと認識していた旨、また、顧客と交渉した結果、その変更につい

て認められなかった材料配合がまとめられたリストが存在するのではないかと考えていた

旨も述べた。 

 他方、シール副事業部長は、ヒアリングにおいて、2013 年頃、前社長が上記品質関連ク

                             
23  また、シール副事業部長は、ヒアリングにおいて、｢塩漬け｣となっている不適合品については、顧

客の意向等もあって、材料配合についても顧客規格値についても変更することができず、改善のし

ようがないと考えていた旨述べた。 

24  なお、シール副事業部長は、ヒアリングにおいて、当該品質管理委員会議事録に記載されているや

り取りがあったか記憶していないと述べた。 
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レームについて調査するために箕島製作所の従業員に対してヒアリングを行った際、従業

員から問題のある材料配合がまとめられたリストがあると聞かされた旨を、前社長から聞

いたと述べた。 

 加えて、複数の従業員が、ヒアリングにおいて、2013 年頃、顧客から、品質関連のク

レームが出され、その関連の対応をしている際に、シール副事業部長が、検査グループの

職員から、本件リストの存在を申告され、その使用を継続するよう指示したことに関して

述べた。 

 

 上記のヒアリング結果等を総合すると、シール副事業部長は、箕島製作所において、遅

くとも 2013 年頃には、少なくとも、問題のある材料配合をまとめたリストがあることは

認識していたことが認められ、かかるリストに掲載された材料配合について試験データの

書換えが行われていたことを認識していた可能性が高いと考えられる。また、前社長は、

同じ頃、少なくとも、問題のある材料配合をまとめたリストが存在する可能性を認識し、

また、問題のある材料配合が存在する結果、試験データを顧客に提出する必要がある場合

は試験データが書き換えられている可能性があると認識していたと考えられる。 

 

(2) 試験データの書換えに関連するその他の不適切行為 

 

 本件リストに製品が掲載される機序として、以下に述べるように、技術開発部の作成す

る設計書により設計段階から許容値が設定され(下記ア)、又は技術開発部が発出する技術

連絡書により量産開始後に許容値が設定され(下記イ)、その結果、検査グループによって

本件リストに製品及び許容値が掲載される場合や、社内再審において技術開発部及び品質

保証室によって不適合品につき出荷可能と判断され(下記ウ)、又は社内再審を経ないで関

係部門の協議によって不適合品につき出荷可能と判断された場合に(下記エ)、かかる実績

を踏まえて、検査グループによって本件リストに製品及び許容値が掲載される場合がある

と認められた。 

 

ア 設計書における許容値の設定 

 

 箕島製作所においては、製品の一部につき、設計書上、特定の仕様につき｢寸法許容差

は()内寸法まで特採とする。---社外秘｣などと記載されていた。同設計書は、顧客との間

で特段の合意がなされていない仕様について、許容値を設定し、その範囲の検査結果であ

れば、社内的には許容するとしたものとみられる。設計書上｢特採(社外秘)｣などの記載が

なされている製品については、設計書上許容値が明示されており、その許容値を満たして
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いれば合格として出荷していた25。 

 

 なお、箕島製作所においては、上記脚注 2 のとおり、メクセルの開発及び製造を所管し

ているメクセル事業室からの委託を受け、検査グループがメクセルの検査を実施してい

た。このメクセルの検査においても、共通設計書26等を通じて、メクセルに共通して適用

される許容値の設定が指示されていた27。検査グループは、この共通設計書等の記載に基

づき、寸法検査、外観検査等において、検査の結果、顧客規格値よりも広い許容値の範囲

であれば合格とし、顧客に試験データを開示する際には、試験データを書き換えの上、顧

客規格値の範囲内で報告していた。 

 

イ 技術開発部が発出する技術連絡書による許容値の設定 

 

 箕島製作所においては、技術開発部が他の部署に対し技術的連絡事項を通知する技術連

絡書を通じて、許容値の設定に関する指示がなされることがあった。すなわち、2012 年 7

月 17 日付の技術連絡書において、特定の材料に関するバッチ検査における硬さの測定結

果が、顧客規格値より広く設定した許容値の範囲であれば合格とする旨記載するととも

に、顧客に試験データを開示する際には、当該顧客規格値の範囲内で報告するよう指示が

なされていた。 

 ヒアリング結果によれば、当該技術連絡書の対象となった製品については、顧客から、

当該顧客が従来使用していた他社製品(以下｢既存品｣という。)と厳密に同等の製品を供給

するよう求められると同時に、顧客規格値についても既存品に設定していたものと同一の

顧客規格値を用いるよう指示されていた。しかし、既存品自体が当該顧客規格値の下限に

偏った特性を有していたことから、既存品と厳密に同等の製品を生産しようとすると、原

材料の性質上必然的に生じる誤差の影響により当該顧客規格値の下限を下回ることが多

かった。他方で、顧客規格値の下限を下回ったとしても、既存品と厳密に同等の製品を出

荷すれば、顧客が実際に当該製品を使用する上では支障が生じることはないと考えられ

た。 

 このような背景において、当該製品について、下記ウで述べるように、当該顧客規格値

の下限を下回るが実用に支障がないとみられる不合格品につき再審申請がなされ、｢現状

のまま使用可｣との判定がなされた。さらに、当該製品については、上記の背景に照ら

し、今後も頻回に実用上支障がないにもかかわらず不合格品となるケースが発生すると考

                             
25  なお、後述するメクセルに関する共通設計書の事例を除き、現時点までに確認されている設計書 4

通による許容値設定事例については、対象製品はいずれも本件リストに掲載されている。 

26  共通設計書は、メクセル事業室技術開発グループが、検査グループに対してメクセルの検査手順・

具体的方法等を指示するものである。 

27  なお、メクセルについては、本件リストの対象製品とはなっていない。 
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え、技術開発部が、技術連絡書により、許容値を定めることとし、上記技術連絡書を発行

した28。 

 また、下記(3)記載のとおり、当該製品については、顧客に対し特定の検査項目に関す

る各ロット毎の測定値の平均値の提出を要求されていた。そのため、測定値の平均値を集

計する際に顧客規格値外の試験データが誤って集計されないようにするため、上記技術連

絡書において、顧客に試験データを開示する際には顧客規格値の範囲内で書き換えられた

測定値を報告するよう指示を行った。 

 

 なお、メクセルについても、メクセル事業室技術開発グループが発出する技術連絡書に

よって許容値が設定されることがあった。上記ア記載のとおり、メクセルについては 2012

年頃から共通設計書等において許容値が規定されていたが、2017 年 2 月、検査グループに

おける本件不適切行為により、シール製品について、不適合品が出荷されていた事実が判

明した。これを受け、メクセル事業室は、共通設計書により許容値の範囲であれば合格と

する運用を中止することを決め、これを検査グループに伝えた。しかし、許容値の設定を

中止したことにより、不合格品が多く発生し、著しい歩留まりの低下により事業への影響

が懸念されたことから、メクセル事業室技術開発グループは、品質保証室と協議の上、

2017 年 2 月 24 日及び同年 5 月 19 日に技術連絡書を発行し、許容値による運用及び試験

データの書換えを再開するに至った。なお、検査グループにおいては、従前、顧客にメク

セルの試験データを開示するに当たり、顧客規格値を外れる数値については、手作業で顧

客規格値の範囲内となるよう試験データを書き換えていた。しかし、2017 年 6 月頃、試験

データの書換漏れがあり、顧客規格値外の試験データを顧客に提出したことがあった。こ

のため、検査グループでは、同月以降、試験データの書換漏れが生じないよう、検査に合

格したメクセルの試験データを入力した際、顧客規格値を外れるものについては自動的に

顧客規格値の限度値に書き換わるよう、エクセルの関数処理を利用することで対応するこ

ととした。 

 

ウ 社内再審を経た不適合品の出荷 

 

 本来の再審手続は、上記第 3・4(2)記載のとおりであるところ、再審手続に関与する製

造部、技術開発部及び品質保証室が、それぞれ関与する形で、以下のような場合に、顧客

への再審手続を経ることなく、社内再審を経た上で、不適合品が出荷されていた。 

 

 上記第 3・4(1)記載のとおり、各検査において製品等が不合格となった場合、検査グ

ループから製造課に対し、不合格の通知が行われる。この通知を受け、製造部において当

                             
28  当該技術連絡書による許容値設定事例については、対象製品は本件リストに掲載されている。 



- 20 - 

該製品等の製造工程を担当している場長は、当該不合格の発生原因等に関する調査を行

い、当該製品等の処置を検討する。 

 各検査において不合格となる原因として、例えば、寸法検査において不合格となったも

のの、顧客規格値からの逸脱がごくわずかであったり、また、製造過程には不備がなくと

も、もともと顧客規格値を満たすことが非常に難しいような場合など、製造部担当者から

見ると、顧客規格には適合していないものの、品質には大きな影響はなく、また設定され

ている顧客規格値自体に問題があると考えられる場合もあった。 

 このような場合には、製造部の場長は、製造部の課長の承認を経て社内再審申請を行っ

ていた。 

 このように社内再審申請がなされた不合格品について、当該不合格品の設計開発を担当

した技術開発部の担当者が、実際には検査項目について顧客規格値からの逸脱があるにも

かかわらず、顧客再審に付さず、社内再審のみで現状のまま使用可能と判断し、決裁者で

ある同部の主席部員もかかる判断を承認する場合があった。すなわち、正規の手続によれ

ば、顧客規格値からの逸脱があった場合、顧客再審に付した上、顧客の同意を得た上で出

荷する必要がある。しかしながら、実際には、技術開発部の担当者(通常の場合、不合格

品の設計及び開発を担当した者)が、自身の経験と製品に関する技術的理解に基づき、特

定の検査項目について顧客規格値からの逸脱があっても、顧客における製品の用途に照ら

し実用上問題がないと判断し、社内再審において、現状のまま使用できるとの判断を行う

場合があった29。 

 上記のように、技術開発部が、顧客の承認を得ていないにもかかわらず、現状のまま使

用可能と判断した場合、品質保証グループも異議を述べないこともあり30、その結果、不

適合品が、顧客の承認を得ることなく出荷されていた。 

 

エ 正式な社内手続を経ない関係部門の協議による不適合品の出荷 

 

 上記ウで述べたように、顧客への再審申請を経ることなく、社内再審を経た上で、不適

合品が出荷されていた事例に加え、以下のような場合に、製造部、技術開発部及び品質保

証室の協議によって、正式な社内再審を経ることなく、不適合品が出荷されていた。 

 

                             
29  ただし、技術開発部関係者のヒアリングにおいて、社内再審のみで現状のまま使用可能との判断が

なされた不合格品は、いずれも顧客規格値からの逸脱は比較的僅少とのことであった旨や、顧客規

格値からの逸脱が明確又は顧客における製品の用途に照らし実用上影響がある場合に、製品の機能

上問題ないことを理由にそのまま使用できると判断したことはない旨を述べる者がいた。 

30  品質保証室関係者のヒアリングにおいて、品質保証グループは、社内再審における技術開発部の判

断について、製品の仕様からの逸脱の程度が大きいにもかかわらず出荷可能と判断されたような場

合に、不合格とすべきと意見を述べるなどしていた旨や、顧客の承諾無く現状のまま使用可能とい

う決定をした技術開発部の判断に対して、品質保証グループが結論を変更し、顧客に対して再審申

請をすることもあった旨を述べる者がいた。 
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 検査グループから不合格の通知を受けた製造部の場長が、当該不合格の発生原因等につ

いて調査を行った結果、寸法検査で不合格とされたものの、従前合格とされていた製品と

同じ金型及び製造方法で製造しており、突然不合格となった理由が製造部では分からない

場合などがあった。 

 このような場合、製造部の場長は、検査グループに対し、社内再審を経ずに、検査グ

ループの担当者に対し、｢なぜ不合格となったのか、もう一度検査し直して合格として

扱ってほしい｣などと要請することがあった。また、製造部の場長は、技術開発部の担当

者に対して相談を行い、設計書に基づいて技術的な観点からは問題ないとの意見を得た上

で、検査グループに対して相談を行い、上記の技術開発部の判断を伝えて、｢合格として

扱ってほしい｣と要請することもあった。 

 このような相談が製造部からあった場合、技術開発部の部員は、相談に応じ、不合格と

なった製品の再検査を実施するなどした上、技術開発部における検査では顧客規格範囲内

の数値が検出された場合にはその数値を教えたり、検査において正確な試験データを出す

ための留意点や検査方法に関する助言をしたりすることがあった。また、技術開発部の一

部の部員は、製品の実用上問題がなく、顧客規格値からの逸脱が類似商品の公差の範囲内

であったり、顧客規格値からの逸脱が小さい場合などに、製品の安全や品質に問題がない

旨の回答をすることもあった31。 

 また、検査グループの場長は、製造部の場長から相談があった場合、不合格品につい

て、｢これぐらいであったら合格としようか｣などと相談し、廃却せずに合格として扱うと

判断することがあり、また、技術開発部の開発担当者から、｢機能上問題ない｣という意見

が出された場合、当該不適合品は合格品として出荷されていた。 

 

(3) 顧客に提出する平均値データの書換え 

 

 MCI は、一部顧客の要望により、特定の製品の特定の検査項目に関する各ロット毎の測

定値の平均値を集計し、提供することが求められることがある。 

 ヒアリング結果によれば、当該平均値データを提出する製品については、当該顧客と取

り決められた仕様の他に、当該平均値データの管理値が設定されていた。もっとも、当該

管理値を外れても、ゴム製品は、製造段階での寸法のコントロールが難しいため、対策を

講じることが難しい製品も存在していた。 

 2011 年から当該平均値データの取りまとめ作業を担当していた品質保証グループの担当

者によれば、2011 年頃から、当該平均値データについて、検査グループから提出された試

                             
31  技術開発部関係者のヒアリング結果によれば、技術開発部の部員は、検査グループ又は製造部の担

当者からの相談に回答した結果、当該不合格品がどのように取り扱われるのかについて明確に意識

していない旨述べる者が多く、そのため、自らの不合格品に対する回答をもって、不適合品が顧客

の承認無く出荷されていると認識している旨述べる者はほとんどいなかった。 
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験データの数値を基にそのまま平均値を集計すると管理値から外れる件数が多く、対策も

行うことができない一方、管理値を外れると当該顧客に対して当該担当者が対処しなくて

はならなくなるところ、そのような事態を避けるため、当該担当者は、当該平均値データ

を入力する際に、試験データに記載された数値をそのまま集計すると平均値が管理値の範

囲外になる場合、管理値内の数値になるように当該試験データを書き換えていた。 

 具体的な書換えの態様は、試験データに記載された数値にばらつきが大きい場合や上限

又は下限の数値が連続する場合、ばらつきを抑えるような数値や、上限又は下限からやや

中央値に近い数値に書き換えて、当該平均値データを集計するというものであった。 

 なお、当該平均値データの入力担当者が確認していた試験データには、試験における実

測値が記載されている場合があれば、上記(1)のとおり、検査担当者が書き換えた試験

データが記載されている場合もある。特に、上記(2)イのとおり、2012 年 7 月 17 日付の技

術連絡書においては、特定の材料について、バッチ検査において硬度につき顧客規格値の

下限よりも低い数値が検出された場合でも合格と扱い、かつ、顧客に試験データを開示す

る際には顧客規格値の範囲内の数値で報告するよう指示がなされていたため、当該平均値

データの入力担当者が確認していた当該材料の試験データは、当該技術連絡書に基づいて

既に顧客規格値の範囲内に書き換えられていたものであった。 

 

(4) 一部の検査項目の不実施 

 

ア 行為態様・開始時期 

 

 箕島製作所においては、上記第 3・3(3)イのとおり、半製品(コンパウンド)又は完成品

の特性検査については、バッチ検査、ロット検査及び品質管理試験が実施されている。こ

のうち、一部の製品を対象とするロット検査及び品質管理試験において、一部ないし全部

の検査項目について、実際には当該検査項目が実施されていないにもかかわらず、顧客に

提出する成績書には、当該検査項目を実施していたかのように記載されていた。ロット検

査及び品質管理試験の検査担当者は、実際の試験データについて、顧客に提出する成績書

とは異なる別の用紙に手書きで書き写していたが、不実施の項目については｢∧｣等の記号

を記入するなどして、不実施であることが区別できるようにした上、過去の検査の実績を

内部記録として残していた。 

 ヒアリング結果によれば、一部製品について、ロット検査及び品質管理試験が不実施と

なった理由は、①検査の実施のために必要な機器や薬品が廃棄されたため検査を実施でき

なかった、②かなり以前より当該項目の検査が省略されており、現場担当者が検査の方法

を認識していなかった、③検査に時間を要するという理由で検査担当者が検査を省略して

いた、④当該検査項目については実施しない旨を前任者から引き継いでいたことなどで

あった。 

 箕島製作所では、遅くとも 1990 年代頃から、一部の製品のロット検査及び品質管理試
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験について、一部項目が実施されていないという状態に陥っていたと思われる。 

 

イ 上層部の認識 

 

 箕島製作所では、2013 年頃に、ある顧客向けの特定の製品について、品質管理試験の全

項目が長年実施されていなかったにもかかわらず、当該製品の成績書には全項目が実施さ

れていた旨が記載されていたことが発覚し、顧客クレームとなったことがあった。その

際、他の製品についても同様の問題が生じていないかなどといった確認がなされ、検査担

当者から検査場長に対して、検査項目の一部ないし全部が不実施である製品が報告され、

また、検査場長から検査グループ主席部員に対してその旨が報告された。その際、検査グ

ループ主席部員の指示によって、ロット検査及び品質管理試験を担当する人員の補充が行

われたが、それ以外には特段の解決策は講じられなかった。 

 また、ヒアリング結果によれば、当時の箕島製作所長であったシール副事業部長及び当

時のシール事業本部長であった前社長は、この当時、上記の顧客クレームについて報告を

受け改善を指示していたため、当該顧客向けの一部の製品について、品質管理試験の一部

ないし全部の項目が不実施であることは認識していたと認められるが、他の製品について

は、ロット検査及び品質管理試験の一部ないし全部の項目が不実施であることについて認

識していたとは認められない。 

 

2 正規の方法に反する方法による検査の実施 

 

(1) 寸法検査における抜取数量の不足 

 

 上記第 3・3(3)イのとおり、検査グループの検査担当者が実施すべき検査項目や、抜取

検査で用いられるべきサンプルの数は、顧客と取り決めた顧客規格や公共規格に基づいて

定められている。 

 しかし、ヒアリング結果によれば、検査第 1 区及び検査第 2 区においては、遅くとも

1991 年頃から、検査担当者が顧客と取り決めた顧客規格や公共規格に基づいて定められた

抜取数量よりも少ない数量のサンプルで検査を実施することがあった。 

 例えば、寸法検査において、顧客との間では 1 ロットごとのサンプル数が 13 個と指定

されていたにもかかわらず、実際は 5 個のみのサンプルを対象に寸法検査を実施してい

た。 

 

(2) 社内認定を受けていない検査員による検査の実施 

 

 ヒアリング結果によれば、検査第 1 区及び検査第 2 区において、社内規程や顧客との取

決めで、本来であれば社内認定を受けた認定検査員でなければ検査を実施できないとされ
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ているにもかかわらず、社内認定を受けていない検査担当者に検査を実施させる場合が

あった。 

 社内認定を受ける前の検査担当者であっても、充分な技能を有すると区長が判断した者

については、当該検査担当者に、区長又はその他の認定検査員の印鑑を貸与し、一人で検

査を実施させ、認定検査員として押印させていた。 

 

第 5 2016年 12月以降の対応状況について 

 

 ヒアリング結果及び関係資料を総合すると、MCI の 2016 年 12 月以降の対応状況に関し

て以下の事実が認められる。 

 

1 2016年 12月 7日及び翌 8日の MMCによる MCIに対する品質監査 

 

 2016 年 12 月 7 日及び 8 日に箕島製作所において実施された MMC による品質監査に対応

する過程で、ある顧客向け製品の寸法検査において、図面に記載されていた寸法の仕様値

を逸脱した不適合品であったにもかかわらず、当該顧客の承諾を得ずに、再審手続におい

て現状のまま使用可能との判断を行っていたこと、及びそれに伴い試験データが仕様値の

範囲内となるよう書き換えられていたことが判明した(以下｢本件再審問題｣という。)。当

初、当該品質監査に関する MMC への対応は、箕島製作所の所長以下で、品質保証室が中心

となって行われており、MCIの監査室が MMCに対する窓口となっていた。 

 

2 2017年 1月 25日の経営層への本件再審問題の報告 

 

 本件再審問題を含む MMC による品質監査の結果については、2017 年 1 月 30 日に開催さ

れた経営会議において、MCI の監査室から経営層に対して正式に報告がなされたが、経営

会議に先立ち、経営会議での報告用の資料はあらかじめ前社長などの経営層に対して同月

25 日の社長ミーティングにおいて報告された。前社長によれば、前社長は、当該報告資料

を見て事態を把握した。 

 

3 2月 1日の対策本部設置 

 

 前社長は、箕島製作所において試験データの書換えが行われている原因を調査するため

に、同年 2 月 1 日、本件再審問題に関する対策本部を設置した。前社長が本部長となった

が、実際に指揮を執っていたのは取締役常務執行役員兼高機能部品(シール)事業部事業部

長(以下｢シール事業部長｣という。)であった。 
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4 2月 8日の箕島製作所長の指示 

 

 同月 8 日、本件再審問題への対応として、それまでは寸法検査の実測値については検査

担当者が手書きでメモを取り、その後正式な成績書に修正した数値を記載したりシステム

に試験データを入力する際には当該手書きメモを廃棄していたところ、当時の箕島製作所

長より、実測値が全く記録に残らなくなることを避けるため、当該顧客向けの製品につい

ては、手書きのメモを残すように指示が出された。 

 また、機械で自動的に試験データを吸い上げて、成績書に実測値が自動入力されるシス

テムの導入が検討されることになった。 

 

5 2月 9日の検査場長からの本件リストの存在の申告及びその後の 2月 9日以降の対応 

 

 同月 9 日、品質保証室長が検査場長より、｢実は試験データの書換えがなされているの

は当該顧客向けの製品だけではなく、他にもあり、そのためのリスト32が存在する。｣とい

う申告を受けた。品質保証室長はこの段階では未だ本件リストの現物を見ていなかった

が、検査場長に対して、全容を把握するため、寸法検査及び特性検査について、試験デー

タの書換えがなされている件数をまとめるように指示した。また、品質保証室長は、検査

場長より、本件リストは検査グループの複数のフォルダ内に散在していると聞いたことか

ら、検査場長に対して、各フォルダに保存されているリストをまとめるように指示した。 

 品質保証室長は、当時の箕島製作所長に対して検査場長からの報告内容を伝えたとこ

ろ、当時の箕島製作所長より、本件リストを用いた試験データの書換えが生じる頻度を把

握するため、本件リストに掲載されている製品の寸法検査において、仕様不適合が検出さ

れた場合はその都度報告し、検査グループにて、報告された製品をリスト化するよう指示

がなされた。なお、同年 5 月 10 日の品質改善プロジェクトの発足までに報告された寸法

の仕様不適合の製品数は、31件であった。 

 また、本件リストに掲載されている製品について、検査の結果、仕様不適合が検出され

た場合、当該製品の取扱いは品質保証室長が当時の箕島製作所長と相談して判断すること

となった。品質保証室長は、仕様不適合が検出された場合、検査場長に対して、仕様不適

合の内容を説明させるなどしていたが、結果的に、本件リストの許容値の範囲内であれば

試験データを書き換えて出荷する従前の運用が継続されていた。 

 

6 前社長等への本件リストの存在の報告 

 

 品質保証室長は、同年 2 月 22 日、検査場長より、エクセルファイルで本件リストを受

                             
32  本件リストを指す。 



- 26 - 

領した。品質保証室長が検査場長から受領した本件リストは、各検査の現場において、検

査担当者が実際に確認していたリストを、検査場長が検査の種類ごとに集約したリストで

あった。また、この際、品質保証室長は、検査場長から、寸法検査については、過去 2 年

間で製造実績がある本件リスト掲載製品の件数が合計 570 件であり、他方、特性検査につ

いては、本件リストに掲載されている材料配合の件数が、バッチ検査につき 132 件、ロッ

ト検査につき 17件、及び品質管理試験につき 95件である旨の報告を受けた。 

 品質保証室長は、同月 23 日に開催された品質管理委員会で本件リストについて報告を

行った。 

 また、当該品質管理委員会の前後頃、品質保証室長は、前社長及びシール事業部長に対

して本件リストの存在を報告した。 

 

7 3月初旬の前社長への報告及びそれ以降の対応 

 

 同年 3 月初旬、当時の箕島製作所長及び品質保証室長から本件リストがシール事業部長

に提出されるとともにその概要が説明され、その後、シール事業部長から前社長に対して

上記報告内容が報告された。この当時、箕島製作所は、当該顧客向けの他の製品への影響

確認、当該顧客向け製品の過去の再審記録の確認、当該不適合品の改善策の検討等、本件

再審問題の対応に追われていたため、シール事業部長は、前社長に対して、まずは本件再

審問題に関する対応を行い、そちらが一段落した段階で本件リストに関する調査を行う方

針を提案した。前社長はかかる方針を承認し、同年 4 月末頃までは本件再審問題への対応

が行われた。 

 

8 品質改善プロジェクトの発足及びそれ以降の品質改善プロジェクトの活動 

 

 同年 5 月の連休後の同月 10 日、前社長の指示により、品質改善プロジェクトが発足し

た。前社長によれば、前社長は、箕島製作所における試験データの書換えの開始時期、組

織的関与の有無、本件リストの運用態様、仕様値からの逸脱の程度などの本件不適切行為

の全体像を分析すると共に、本件不適切行為が行われている原因を解明して改善策を検討

し、その上で、各顧客に対し順次個別に状況と改善策を報告し理解を求めるという、｢ソ

フトランディング｣の解決を図ることを目的として、品質改善プロジェクトを発足させ

た。前社長は、経歴等に照らし箕島製作所との関係の薄い者を中心に品質改善プロジェク

トメンバーを人選することとし、同プロジェクトのリーダーにはシール事業部長を任命し

た。また、本件不適切行為の改善には技術的知見を要することから、シール事業部長によ

り、技術開発部の者が品質改善プロジェクトのメンバーとして追加された。 

 同月 16 日の第 1 回品質改善プロジェクト会議では、品質改善プロジェクトの活動方針

が決定され、本件リストに掲載されている製品のうち、同年 2 月 9 日以降に寸法の仕様不

適合が検出された 31 件の製品について、仕様不適合の解消方法を検証することが当面の
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目標とされた。品質改善プロジェクトリーダーのシール事業部長によれば、同人は、ピッ

クアップされた 31 件をサンプルとして、仕様不適合の解消方法が明らかになれば、本件

リストに記載されている他の製品の仕様不適合についても対策を見通すことができるだろ

うと考えていた。 

 以後、2 週間に 1 回の頻度で開催された品質改善プロジェクトの会議では、ピックアッ

プされた 31 件について、対象製品の設計が決定された経緯や、対象製品について仕様不

適合が発生した時期、改善方法などについて検討された。 

 その後、品質改善プロジェクトの会議では、特性検査についての本件リストの内容につ

いても検討が加えられ、現在は使用されていない材料配合や重複して記載されている材料

配合を削除するなどして、仕様不適合の材料配合を絞り込む作業が行われた。 

 このように、シール事業部長以下が行った品質改善プロジェクトでは、本件リストに記

載されている製品 1件 1件について仕様不適合に対する対策が検討された。 

 

9 前社長への品質改善プロジェクトの活動状況報告、10 月 16 日の品質改善プロジェク

トの中間報告及び出荷停止措置がなされた経緯 

 

 同年 6 月 20 日、前社長は、シール事業部長から、同年 2 月 9 日以降に寸法の仕様不適

合が検出された 31 件の製品について、その概要や対策の難易度等を説明し、顧客仕様の

厳しさや、改善に金型変更が必要である場合は顧客承認が必要となることなどを理由とし

て、個別の対応が長期化する可能性があること等の説明を受けた。 

 同年 7 月中旬に、シール事業部長から前社長に対して、非常に対象製品数が多いため、

問題解消までには相当長期間を要するとの見通しが伝えられ、前社長から、内容の調査を

急ぐよう指示が出された。 

 その後、同年 10 月 16 日、シール事業部長から前社長に対して、品質改善プロジェクト

の作業の中間報告がなされ、寸法検査について過去 2 年間で製造実績がある本件リスト掲

載品 570 件については、金型の試作及び修正により解決を図ることが必要である旨や、本

件リストに掲載されている材料配合 244 件については、公共規格の引用を見直すことによ

り本件リストから外すことができるものもあるが、材料配合の見直しを行う必要があるも

のもあり、それには 3 年以上かかる見通しであることなどが報告された。これを受け、前

社長は、シール事業部長に対して、同年 11 月 2 日までに分析結果をまとめるよう指示し

た。 

 同年 10 月 19 日、前社長が MCI の元代表取締役社長である相談役(以下｢相談役｣とい

う。)に対して上記中間報告の内容を報告し、前社長としては、全ての対象顧客に対して

一斉に報告した場合、対象顧客数が多く当時の箕島製作所では対応できないと考えていた

ため、上記｢ソフトランディング｣の解決を考えている旨伝えたところ、翌 20 日、相談役

から前社長に対して、本件リストの対象製品の出荷を止めた方が良い旨と MMC に対して報

告すべきである旨が述べられた。 
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 前社長は、MMC に対して報告を行えば、全ての対象顧客に対して一斉に報告した上で早

期解決を求められることになると考え、同日、当時の箕島製作所長に対して、本件不適切

行為について顧客に報告した場合の影響額を分析するよう指示し、また、同月 23 日から

本件リストの対象製品の出荷を止めるよう指示した。 

 同月 25 日、前社長から MMC に対して本件不適切行為について報告され、その後、顧客

への報告が順次開始された。 

 

10 2017年 2月以降、出荷停止及び顧客への説明の判断がなされなかった理由 

 

 前社長によれば、上記 8 のとおり、前社長が品質改善プロジェクトを立ち上げたのは、

本件不適切行為が行われている原因と不適切行為の内容を解明して改善策を検討し、その

上で、各顧客に対して順次個別に状況と改善策を報告し、｢ソフトランディング｣の解決を

図ることを目的としたものであったとのことである。その後、前社長は、2017 年 10 月 16

日、品質改善プロジェクトの作業の中間報告を受けた際、材料配合に関する問題が大き

く、対象顧客数も多く、改善には 3 年かかることなどを伝えられた。当該報告内容は、前

社長が想定していたスケジュール感よりも相当遅いものであり、前社長は、技術的な対応

が困難な製品等は受注しないようにするなど、対処方法の選別(仕分け)作業33を加速させ

るべきとの認識を持ったとのことである。他方、前社長は、全ての対象顧客に対して本件

不適切行為に関して一斉に報告した場合、顧客の監査や個別の要求事項等に対して箕島製

作所が対応することができず、製品の納品もできなくなり、最終的には MCI の損害賠償責

任に広がり得て MCI の破綻につながると考えたため、その段階においてもなお｢ソフトラ

ンディング｣の解決を目指していたとのことである。その結果、同年 2 月以降、本件リス

トの対象製品の出荷を止めるべき旨と MMC に対して報告すべきである旨が相談役から前社

長に対して述べられた同年 10 月 20 日まで、MCI において出荷停止及び顧客への説明の判

断はなされず、MMCに対して報告するとの判断にも至らなかった。 

 

以 上 

                             
33  前社長としては、上記のような選別作業やそのための材料収集を品質改善プロジェクトに期待して

いたが、エンジニア中心のメンバー構成だったこともあり、経営的な判断も含む上記作業よりも専

ら技術的な検討に終始してしまっていたとのことであり、この点は、品質改善プロジェクトの活動

内容を議事録を読むなどして子細にフォローしておくべきだったと考えているとのことである。 



 別 紙 ３ 

 

当社グループの品質管理に係るガバナンス体制の再構築策について 

 

当社は、今回の一連の品質問題を受けて、今般、当社グループの品質管理に係るガバナ

ンス体制の再構築策を策定し、今後早急に具体的な方策を立案することとしております。 

また、品質管理だけでなく、当社グループのガバナンス体制についても検討を行ってお

り、「グループコミュニケーションの促進」、「グループ内情報伝達（エスカレーション）の

改善」、「経営者人材」等についても、今後、併せて検討を進めることとしております。 

 

１）受注時のフロントローディングシステムの浸透 

受注時に、事業内の開発設計・生産・検査・営業等、複数の関係部門において、生産

能力を考慮し、受注可能な製品であることを検討したうえで、仕様や受注を決定する仕

組み（フロントローディングシステム）の浸透を図る。 

フロントローディングシステムは直接的には、自社の生産能力を超えた、製造困難な

製品の受注を避けることが目的であるが、同システムの浸透により、以下の項目を併せ

て進めていく必要がある。 

① 各部門間のコミュニケーションの促進 

② 部門間の能力のアンバランスを把握し、解消すること 

③ 部門間の権限のアンバランスの改善 

この取り組みを推進し、継続的な実効性を高めるための具体策として以下の項目があ

げられる。 

① 定期的な生産能力（工程能力、検査能力、出荷能力など）の確認 

② ①の結果に基づく、適切な修繕計画、設備更新、新規設備導入の実施 

③ 適切な人員配置とスキル不足を解消する教育の実施 

 

２）品質管理部門の体制・権限の強化 

技術統括本部品質管理部が中心となって、グループ全体の品質管理レベルの向上を図

るための体制を整備するとともに、事業・製品毎に必要となる品質管理機能を構築す

る。当社グループとして統一感を持った品質管理を行うため、以下のような対応を検討

する。 

① 各事業の品質管理の機能分担を再定義し、規定類に反映する。 

② 上記機能分担に基づき、必要に応じて、コーポレート部門、カンパニー等、各事業

所、各子会社において組織変更も実施する。 

③ 事業毎の品質管理部門に検査や品質保証を適切に行うことができる権限を与える。 

④ 製造部門からの品質管理部門の独立性を担保する。 

⑤ 品質管理に精通した人材を育成する仕組みを整備する。また、各社・各部門の次世

代経営人材を積極的に品質管理部門に配置する。 

 

３）品質教育の拡充 

当社グループの全ての階層（製造現場から経営層まで）、全ての職種（製造、検査、

営業等）の従業員が、品質の重要性及び品質を維持・向上させるために行うべきことを

理解することを目指す。その際、顧客との契約の遵守、顧客に提供する品質の重要性、



品質の作りこみの必要性、ものづくり企業としての誇り、品質への拘り等、品質リテラ

シーに関わる教育も行う（こうした教育に今回の事例を活用する）。 

また、組織の末端まで品質教育を徹底するため、各階層で行うべき教育内容のガイド

ラインを当社にて策定し、グループ各社の階層別教育に具体的に落とし込むことによ

り、グループ全体として整合し、かつ、グループ各社の業態に応じた実践的な教育体系

を構築する。 

 

４）検査設備自動化の推進 

製造工程内での検査データから最終検査における検査データまで、製品に関わる検査

データについて、以下の取組みを推進することにより、データ書き換え等の不正行為を

防止すると共に、製品検査データがお客様から求められる仕様に合致していることをよ

り正確かつ迅速に確認できる体系を構築する。 

①検査データの自動取得 

②検査データの管理システムへの取り込み 

③検査データと要求仕様の整合確認 

なお、この取組みは、個々の装置での検査データ自動取得の実現可能性の検証や客先

要求仕様をシステムに取り込むための受注システムと生産システムの連携など、確認と

構築に時間と費用がかかることが予想されるが、可能な部分から迅速に対応を開始でき

るようグループ全体で取り組む。また、本取り組みに必要となる予算を確保する。 

 

５）品質監査の強化 

技術統括本部品質管理部と総務統括本部経営監査部が中心となって、より充実した品

質監査を目指し、以下の項目などを検討し、実行する。 

① 監査部門の独立性向上と権限強化 

② 監査員増員による品質監査周期の短縮 

③ 品質監査における高度な専門性を持つ人材の育成 

④ 不正行為を防止することを目的とした監査手法の適用 

⑤ 当社経営監査部と関係会社監査部門との連携強化 

⑥ IT技術を活用した監査業務の高度化 

 

６）外部コンサルタントの起用  

品質管理に第三者の視点を導入するため、品質管理に精通した外部コンサルタントを

継続的に起用する。外部コンサルタントによる当社直轄事業拠点、子会社の定期的な訪

問により、当社グループのこれら品質管理活動、品質保証業務に対する指導、助言を得

る。当社グループの品質管理活動が独善に陥ることを防止し、実効性のある品質管理活

動を確立していく。 

 

以 上 




